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投 入係数 の 更新及 び予測 に つ い て

林 英 機

完夕 論 説 宅;完

産業連関モ デル の 基本的 な 用途 は ある 最終需要 に対す る 整合的 な 産業別生産水準 を求 め る こ

と で あ り
,

従 っ て
,

経済 の 予測や 計画 にお い て 大 き な 威力を 発揮す る ｡ 例 え ば
,

通常 の 予測や

計画 にお い て は
,

ある 予測年次或 い は 計画年次 の 最終需要 を 別途予測 し
,

こ れ に見合 う産業別

の 生産額
,

輸入額
,

雇用量等 を求 め る と い う 適用方法が 考 え られ る ｡ し か し
,

正 規 の 正 確 な 産

業連関表 は 頻繁 に作成 さ れ る も の で は な い . 日本 で の 作成頻度 は 5 年毎 で あ るo 従 っ て
,

そ の

際の 最 も便宜的 な方法 と し て は 予測或 い は 計画年次 ま で の 投入 構造 が
一

定 で あり
,

さ ら に 各最

終需要 の 品目別構成 も 一

定 で あ る と仮定 して
, 各最終需要 に つ い て の 生 産誘発額等 を予測 し よ

う とす る も の で あろ う｡
しか し

, 実際 に は
, 投入係数や最終需要 の 品目別構成 は

,
ご く 短期 に

は あ ま り 変化 し ない か も しれ な い が , 時間が 経過すれ ば必ず し も 安定的 で あ る とは い えず
,

大

き く 変化す る可能性 も ある
｡ 従 っ て

, 予測や計画 に実際に 産業連関 モ デル を使用す る 場合 に は
,

将来 の 投入係数 や 最終需要 の 構成 の 変化 を そ れ ぞ れ 適確 に 予測 して お く こ とが 必要 と なる ｡ 以

下 に おい て は
,

投入係数の 安定性 とそ れ が 変化する 場合 の 更新や予測 の 問題 に つ い て 検討 を行

な う｡

1 . 投入係数の 安定性

一 般的 な 産業連関 モ デル の 説明 に お い て は投入係数 は 不変 (従 っ て
,

レオ ンテ ィ エ フ 逆行列

も 不変) で あ る と仮定 さ れ て い る こ とが 多 い
｡

しか し
, 時間 の 経過 に 対 して 投入係数が 安定的

で あ る か と い う こ とは 現実 には あ り 得な い
｡ 事実,

こ れ ま で の 経験 か ら み て も
, 投入係数 は 時

間 と と も に変化 が み られ る こ と は 明 らか に 確か め ら れ て い る ｡ か く して
,

そ の 安定性或 い は 可

変性 の 如何 を検討す る た め の 方法 に どの よ うな も の が ある か を ま ず簡単 に み る こ と にす る ｡ ( ア

メ リ カに お ける 産業構造
,
投入構造 の 変化 の 分析は [ 5 ] , [ 6 ] , [ 1 8] な どに み る こ とが で き る｡)
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昭和5 0 年産業連関表

第78 号 20 0 4 - Ⅰ

( 単位 : 億 円)

中 間 需 要

最終需要 産出額
農林水 産業 鉱工 業 サ ー ビス 業 中間需 要 計

中
農 林 水 産 業 13

,
9 3 6 1 0 0

,
0 0 3 9

,
1 5 5 1 2 3

,
0 9 4 7

,
2 8 8 1 3 0

,
3 8 2

間 鉱 工 業 25
,
4 3 7 8 1 0

,
3 4 0 2 2 5

,
9 7 3 1

,
0 6 1

,
7 5 0 7 2 6

,
6 2 9 1 , 7 8 8 , 3 7 9

投

入

サ ー ビ ス 業 ll
, 1 4 1 2 8 4 , 1 1 7 2 9 3

,
5 4 1 5 8 8

,
7 9 9 8 1 4

,
7 4 8 1

,
4 0 3

,
5 4 7

中 間 投 入 計 5 0
,
5 1 4 1 , 1 9 4 , 4 6 0 5 2 8

,
6 6 9 1

,
7 7 3

,
6 4 5 1

,
5 4 8

,
6 6 4 3

,
3 2 2

,
3 0 8

総 付 加 価 値 79 , 8 6 8 5 9 3 , 9 2 0 8 7 4
,
8 7 6 1

,
5 4 8

,
6 6 4

産 出 額 130 , 3 8 2 1
,
7 8 8

,
3 7 9 1

,
4 0 3

,
5 4 7 3

,
3 2 2

,
3 0 8

昭和4 5 年産業連関表
(単位 : 億 円)

中 間 需 要

最 終需 要 産出額
農林 水 産業 鉱 工 業 サ ー ビス 業 中 間需 要計

中
農 林 水 産 業 17

,
3 5 7 1 0 1

,
0 2 0 5 , 3 5 7 1 2 3

,
7 3 4 5

,
4 5 0 1 2 9

,
1 8 5

間 鉱 工 業 23
,
5 3 2 7 6 6

, 4 9 2 1 6 0 , 1 1 1 9 5 0
,
1 3 5 6 0 1

,
8 6 1 1

,
5 5 1

,
9 9 6

撹

入

サ ー ビ ス 業 7
,
8 4 3 2 2 5

,
3 4 1 1 7 6

,
3 6 7 4 0 9

,
5 5 0 6 1 0

,
8 6 0 1

,
0 2 0

,
4 1 0

中 間 投 入 計 48
,
7 3 2 1

,
0 9 2

,
8 5 3 3 4 1

,
8 3 5 1

,
4 8 3

,
4 1 8 1

,
2 1
,
8

,
1 7 3 2

,
7 0 1

,
5 9 1

総 付 加 価 値 80
,
4 5 3 4 5 9

, 1 4 4 6 7 8 , 5 7 7 1
,
2 1 8

,
1 7 3

産 出 額 129
,
1 8 5 1

,
5 5 1 ,

9 9 6 1
,
0 2 0

,
4 1 0 2

,
7 0 1

,
5 9 1

投 入 係数 が 時間 の 経過 に対 して 安定的で あ る か どうか を検討す るた め に は い く つ か の 方法が

あ る｡ そ れ らの う ち で
,

こ こ で は 直接 テ ス トと よ ばれ る もの と総括テ ス ト とよ ば れ る も の の 2

つ の 方法 を取 り 上 げ る こ と にす る
｡

こ こ で は
,

こ の よ う な テ ス トの 適用方法 を 例示す るた め に

上 記 の よ う な 2 つ の 産業連関表 を 用 い る こ と に する ｡ こ の 2 つ の 表は そ れ ぞ れ 昭和50 年及び昭

和45 年 の 日本 の 産業連関表 をそ れ ぞれ 3 部門 に要約 した も の で ある 0

上 記 の 2 つ の 産業連関表か ら 計算 され る 投入係数行列及び レオ ン テ ィ エ フ 逆行列 は 次の 通 り

で あ る｡

昭和5 0 年投入係数行列

農林 水産 業 鉱工 業 サ ー ビス 業

農 林 水 産 業 0 . 1 0 6 8 8 6 0 . 0 5 5 9 1 8 0
.
0 0 6 5 2 3

鉱 工 業 0 , 1 9 5 0 9 6 0 . 4 5 3 1 1 4 0 . 1 6 1 0 0 1

サ ー ビ ス 業 0 . 0 8 5 4 4 9 0 . 1 5 8 8 6 8 0 . 2 0 9 1 4 2

計 0 . 3 8 7 4 3 1 0 . 6 6 7 9 0 1 0
.
3 7 6 6 6 6
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昭和4 5 年投入係数行列

農林 水産業 鉱 工 業 サ ー ビス 業

農林 水 産 業 0 . 1 3 4 3 5 8 0 . 0 6 5 0 9 0 0 , 0 0 5 2 5 0

鉱 工 業 0 . 1 8 2 1 5 7 0 . 4 9 3 8 7 5 0 . 1 5 6 9 0 8

サ ー ビ ス 業 0 . 0 6 0 7 1 1 0 . 1 4 5 1 9 4 0 . 1 7 2 8 3 9

計 0 . 3 7 7 2 2 6 0 . 7 0 4 1 6 0 0 . 3 3 4 9 9 8

昭和5 0 年 レオ ンテ ィ エ フ逆行列

農林水産業 鉱 工 業 サ ー ビス 業 計

農 林 水 産 業 1 . 1 5 0 1 4 5 0 . 1 2 8 0 2 1 0 . 0 3 5 5 5 6 1 . 3 1 3 7 2 2

鉱 工 業 0 . 4 7 5 3 4 8 1 . 9 9 6 2 8 1 0 .
4 1 0 3 3 0 2 . 8 8 1 9 5 9

サ ー ビ ス 業 0 . 2 1 9 8 5 4 0 , 4 1 4 8 5 7 1 . 3 5 0 7 1 9 1 . 9 8 5 4 3 0

計 1 .8 4 5 3 4 7 2 . 5 3 9 15 9 1 . 7 9 6 6 0 5

昭和4 5 年 レオ ン テ ィ エ フ 逆行列

農林 水産業 鉱 工 業 サ ー ビス 業 計

農 林 水 産業 1 . 1 9 2 5 4 5 0 . 1 6 4 4 9 0 0 . 0 3 8 7 7 2 1 .3 9 5 8 0 7

鉱 工 業 0 . 4 8 2 6 0 2 2 . 1 5 6 0 7 8 0 . 4 1 2 0 5 9 3 , 0 5 0 7 3 9

サ ー ビ ス 業 0 . 1 7 2 2 4 2 0 . 3 9 0 5 3 5 1 .
2 8 4 1 3 0 1 . 8 4 6 9 0 7

計 1 . 8 4 7 3 8 9 2 . 7 1 1 1 0 3 1 . 7 3 4 9 6 1

2 7

(1) 直接 テ ス ト

直接テ ス トと は
,

例え ば
,

相異 な る 2 時点 の 産業連関表 よ り 得 ら れ る 投入係数 を直接的 に 比

較する こ と に よ り
,

そ の 変化 の 有無 を 検討 し よ う と する も の で あ る｡ 比較 の 方法 に は
,

昭和5 0

年 と45 年 の 比較 を 例 と して 示せ ば
,

例えば, 次 の よ う な も の が ある｡

① A
50 - A 45

昭和4 5 年 の 投 入 係数行列 を A
45

,
昭和5 0 年 の 投入係数行列 を A

5 0

とす る と
,

こ の 方法 は そ れ ら

の 直接 の 差 を み よ う とす る も の で あ る
｡

こ の 方法 は
, 投入係数行列 の 個 々 の 投入係数 の ど こ に

変化 が 生 じ て い る か を鳥撤す る こ とが で き る が , 投入係数表が 大 き く な る と
,

そ の 検討 が 煩雑

にな る｡

@ ∑ a ij

50
-

∑ a ij
4 5

1 1
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こ れ は 2 つ の 投入係数行列 の 各列 を そ の 列和 の 差 に よ っ て 比較 しよ う と す る も の で あ る
｡ 各

列 の 列 和 は 産出 1 単位当 り の 中間投入比率で あり
,

また
,
( 1 一

各列 の 列和) は そ の 産業 の 付

加価値率 とな る｡ こ の 方法は
, 各産業或 い は 商品 にお ける 中間投入比率或 い は 付加価値率 に ど

の よ う な 変化 が あ っ た か を み る こ とが で きる が , 個 々 の 品目 の 投入構成 に どの よ う な変化 が

あ っ たか をみ る こ とが で き な い ｡ 例 えば , 全体 と して の 中間投入比率 に変化が なく て も
, 個 々

の 品目の 投入構成は 全 く 異な っ た も の に な っ て い る こ と もあ り得 る｡

④ ∑ l a ij
50

1 a ij
4 5

J
l

こ の 方法は
,

2 つ の 投入係数行列 の 各列 にお い て
,

対応す る要素の 差 の 絶対値 を求 め
, そ の

和 を計算 しよ う とす る も の で あ る｡ 上 記 の ④ の 場合 に は
,

プ ラス の 差 と マ イ ナ ス の 差 が 相殺 し

合 っ て
,

2 つ の 列和 に差 が 生 じな い こ と が あ るが
,

プ ラス の 差 も マ イナス の 差 も どち ら も投入

係数 の 変化 を示す こ と に は 変わ り は な い
｡

こ の 場合 に は 絶対値 を と る こ と に よ っ て プ ラス の 差

もマ イ ナ ス の 差 も 同等 に扱 う こ と が で き る
｡ か く して

,
中間投入比率 に 差 が な く て も, 個 々 の

投入係数 に 差が ある 場合 に は
, そ の 差 を こ の 方法 に よ っ て 検出す る こ とが で き る｡

④ ∑( a ij
5 0

- a ij
4 5

)
2

Ⅰ

こ の 方法 は
, 各列 の 対応す る 要素 の 差 の 2 乗和 を計算 し よ う とす る も の で あ り

,
上 記 の ④と

同様 に
,

プ ラス の 差 と マ イナス の 差 を 同等 に 扱お う とす る工 夫の
一

つ で あ る とい う こ と が で き

る｡ しか し
,

2 乗す る こ と の 意味は ,
こ の 場合 には

,
あ ま り 明確 で は な い の で

, ④にお ける 処

理 の 方が よ い よ う に思 わ れ る
｡

先 の 2 つ の 産業連関表 を用 い て 上 記 の 各方法 を 例示す る ｡ こ れ は 単な る 例示 で あ っ て
,

有為

な 投入係数 の 安定性或 い は そ の 変化 の テ ス ト結果 を 得 る た め に は よ り 多く の 部門を も つ 産業連

関表 を用 い る こ とが 必要 で あ る
｡

① A
50

- A
4 5

2 つ の 投入 係数表の 差 は 次 の よ う に 計算 され る｡

0 . 1 0 6 8 8 6 0 , 0 5 5 9 1 8 0 . 0 0 6 5 2 3

0 . 1 9 5 0 9 6 0 . 45 3 1 1 4 0 , 1 6 1 0 01] [
0 . 1 34 35 8 0 . 0 6 5 09 0 0 . 0 0 5 2 5 0

0 . 1 8 2 1 5 7 0 . 4 93 8 7 5 0 . 1 5 69 0 8

0 . 0 85 4 4 9 0 . 1 5 8 8 6 8 0 . 2 0 9 1 4 2
｣ ｣

0 . 0 6 0 7 1 1 0 . 1 4 5 1 9 4 0 . 1 7 2 8 3 9

- 0 . 0 2 7 4 7 2 - 0 .0 0 9 1 7 2 0 . 0 0 1 2 73

0 , 01 2 9 39 - 0 . 0 4 0 7 6 1 0 . 0 04 09 3

0 . 0 2 4 7 3 8 0 . 0 1 36 7 4 0 . 0 3 6 30 3

こ の 3 部門表 に 限 っ て の 観測結果 を い う な らば
, 例 え ば

, 昭和4 5 年 か ら50 年 にか けて は
,

鉱 工

業 に お け る財貨投入 の 減少 と全部門で の サ ー ビ ス 投入 の 増加が 目立 っ て い る と い う こ とが で き
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る で あろ う｡

④ ∑
.

a ij
5 0

- ∑

.
a ij

4 5

1 1

各産業別 の 投入係数の 列和 の 差は 次 の よ う に な る ｡

農林水産業 0 .
3 8 7 4 3 1

- 0 . 3 7 7 2 2 6 - 0 . 0 1 0 20 5

鉱 工 業 0 .
6 6 7 9 0 1 - 0 . 7 0 4 1 6 0 - - 0 . 03 6 2 5 9

サ ー ビス 業 0 . 3 76 6 6 6 - 0 . 33 49 9 8 - 0 . 0 4 1 6 6 8

先 に も述 べ た よ う に
,

投入係数 の 列和 の 増大は そ の 産業 の 付加価値率 の 低下 を, 列和 の 減少 は

付加価値率の 上 昇 を 意味す る ｡ こ こ で の 結果 の 示す と こ ろ によ れば
,

鉱 工 業 の 付加価値率は 上

昇 し
,

サ ー ビス 業 と農林水産業 に お い て は そ れ は 低下 し て い る｡

④ ∑ l a ij
50

- a ij
45 1

1

2 つ の 年次 に お け る 各産業別 の 対応す る 投入係数 の 差 の 絶対値 の 和 は 次 の よ う に 計算 さ れ

る｡

農林水産業 0 . 02 7 4 7 2 + 0 . 0 1 2 9 3 9 + 0 . 0 2 4 7 3 8 - 0 , 0 6 5 1 4 9

鉱 工 業 0 . 00 91 7 2 + 0 . 0 4 0 7 6 1 + 0 .0 1 3 6 7 4 - 0 . 06 3 6 07

サ
ー ビ ス 業 0 .

00 12 73 + 0 . 0 0 4 0 9 3 + 0 . 9 3 6 3 0 3 - 0 . 0 4 1 6 69

絶対値 を とる こ と に よ り
, プ ラス の 差 も マ イナス の 差 も 同等 に取 り 扱わ れ る

｡
こ の よ う な値 の

絶対的な 大き さ は 農林水産業, 鉱 工 業,
サ ー ビス 業 の 順で あ る｡ しか し

,
投入係数の 列和 ( 中

間投入比率) と 比 べ て そ の 変化 の 大 き さ を も検討 して み る 必要 が ある ｡ か く し て
,

昭和4 5 年 の

各産業 の 列和 に よ っ て 上 記の 値 を標準化す る と
, 以下 の よ う に な る

｡

農林水産業 0 .0 6 5 1 4 9 / 0 . 3 77 2 2 6 - 0 . 1 7 2 70 5

鉱 工 業 0 . 0 6 3 6 0 7 / 0 . 7 04 1 60 - 0 . 0 9 0 3 30

サ ー ビ ス 業 0 . 0 4 1 6 6 9 / 0 . 3 3 4 9 98 - 0 . 1 2 4 3 8 6

か く して
,

中間投入比率 に 対す る相対的 な変化 に よ っ て み れ ば
,

農林水産業が や は り 最 も 大き

く
,

次 い で
,

サ ー ビス 業
,

鉱工 業 の 順 と な る ｡

④ ∑ ( a ij
50

- a ij

45
)

2

1

投入係数 の 差 の 2 東和 は 次 の よ う に計算 され る｡
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農林水産業 (
- 0 . 0 2 74 7 2)

2
+ (0 . 0 1 2 9 3 9)

2
+ (o . o 2 4 7 38)

2
- o . oo 1 5 3 4

鉱 工 業 ( - 0 . 0 09 1 7 2)
2

+ ( - 0
. 0 4 0 7 6 1)

2
+ (0 . 0 1 3 6 7 4)

2
- 0 . 0 0 1 9 33

サ ー ビ ス 業 (0 . 00 1 2 7 3)
2

+ (0 . 00 4 0 9 3)
2
+ (0 . 0 3 6 3 0 3)

2
- 0 . 00 1 3 3 6

こ の 計算 に よ れ ば
, 変化 の 大 き さ は 鉱工 業, 農林水産業

,
サ ー ビ ス 業の 順 と な る ｡

(2) 総括 テ ス ト

総括 テ ス トと よ ばれ る も の に は
, 例 えば

, 次 の よ うな方法 が あ る｡

(力 Ⅹ
5 0

- B
4 5

F
5 0

こ の 方法 は 比較 の 基準時点 (昭和4 5 年) の レオ ン テ ィ エ フ 逆行列 B
45

に 比較時点 (昭和50 年)

の 最終需要 F
5 0

を 与えて 得 ら れ る 生産誘発額 と昭和5 0 年の 実際 の 生 産額 を比 較す る こ と に よ っ

て
,

レオ ン テ ィ エ フ 逆行列 の 変化 の 影響 を み よ う とす る もの で あ る｡ ま た
,

上 記 の 式 は

B 50
F

5 0 -

B
4 5

F
50

- ( B
50

-

B
4 5

) F
5O

の よ う に書 き 直す こ と もで きる
｡

④ ( A
50
Ⅹ

50
+ F

5 0

) - ( A
4 5

Ⅹ
50

+ F
50

)

こ の 方法 は投 入 係数行列 を基準時点 の もの と入 れ 替えた需給バ ラ ンス と 昭和5 0 年 の 実際 の 需

給 バ ラ ン ス を比較す る こ と に よ っ て
, 投入係数 の 変化 の 影響 を み よ う とす る も の で あ る

｡
上 記

の 式 を書き直せ ば
, 次 の よ う に な る

｡

( A 50
- A 45

) x
5 0

上 記 の 2 つ の 産業連関表 に よ っ て
,

こ の よ う な 方法 を 例示す る と以下 の よ う に な る
｡

@ x
50

1 B
45

F
5 0

こ の 計算結果は 次 の よ う に なる
｡

13 0 3 8 2

1 78 8 37 9] -[
1 . 1 9 2 5 4 5 0 . 1 64 4 9 0 0 . 0 38 77 2

0 . 4 8 26 0 2 2
. 1 5 6 0 7 8 0 . 4 1 2 05 9

1 4 0 35 4 7 ｣ ｣ 0 . 1 7 2 2 4 2 0 . 39 05 3 5 1
.
2 8 4 1 3 0

1 3 0 3 8 2

1 7 88 3 79

1 4 0 3 5 47
] -[

15 9 80 4

1 9 0 59 10] -[
ー29 4 2 2

- 11 7 5 3 1

1 3 3 1 2 7 2
｣ ｣

7 2 2 7 5

][ 8

7

;4

Z………]

か く して
, 投入係数の 変化 は レオ ン テ ィ エ フ 逆行列 を 変化 させ

, そ れ は 農林水産業 と鉱 工 業の

生産誘発力 を低下 せ しめ る 一

方 , サ ー ビス 業 の 生産誘発力 を増加 せ し め た と い う こ と に な る｡
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④ ( A
50

Ⅹ
50

+ F
50
) - ( A

45
Ⅹ

50
+ F

50

)

上 記 の 式 は 次 の よ う に も表 わ せ る ｡

( A
50

Ⅹ
50

+ F 50
) 一 ( A 45

Ⅹ
5 0

+ F
50

) - A
5 0

Ⅹ
50

- A 4 5
Ⅹ

5 0

か く して

0
.
1 0 6 88 6

0 . 1 9 5 0 9 6

0 . 08 5 4 49

0 . 1 34 35 8

0 . 1 8 2 1 5 7

0 . 0 60 71 1

1 2 30 9 4

10 6 1 7 5 0

5 8 87 9 9

0 . 0 5 5 9 1 8

0 . 4 53 1 1 4

0 . 1 5 8 8 68

0 . 0 6 5 0 9 0

0 . 4 9 38 7 5

0
.
1 4 5 1 9 4

0 . 0 0 6 5 2 3

0 . 1 6 1 0 0 1

0 .
2 0 9 1 4 2

0 . 00 5 2 5 0

0 . 1 5 6 90 8

0 . 1 7 2 8 3 9

1 4 1 29 2

1 1 2 7 2 1 3

5 101 65

][

][

13 0 38 2

1 7 8 8 37 9

1 40 3 54 7

1 30 3 8 2

1 7 8 8 37 9

1 40 3 5 4 7

] -[
二
……喜……]

3 1

投入係数 の 変化は 農林水産業 と鉱工 業 の 中間需要 を減少せ しめ
,

サ
ー ビス 業 の 中間需要 を 増加

せ しめ て い る ｡

2 . 投入係数 の変化 の 原因 とそ の 予測方法

上 記 の 例は 単純 な も の で あ る が , 実際 に 投入係数 を時系列的 に 比較 して み る と
, 投入係数 は

必ず し も安定的な も の で は な く, 変化 して い る の が 普通 で あ る｡ 投入 係数が 変化す る理由 と し

て は
, 例 えば

,
次 の よ うな も の が 考え られ る｡

(1) 相対価格 の 変化

相対価格 の 変化 は
,

代替効果 を通 じて
, 投入構造 を 変化 さ せ

,
か く して

, 投入係数 を変化 さ

せ る要因 とな り得 る ｡ ま た
,

投入係数が 経常価格 (時価) 表示 の 価額表 か ら計算 さ れて い る 場

合 に は
,

た と え技術構造 に 変化が なく て も
, 個 々 の 品目 の 相対価格 の 変化 に よ っ て 投入係数が

変化 して し ま う こ とが ある ｡ 従 っ て
, 生産技術構造 と し て の 投入係数 の 変化 の 有無 を調 べ る た

め に は
, 相対価値変化 の そ の よ うな 影響 を除去す るた め に

,
経常価格表示価額 (名目価額) で

は な く て
, 価格 を基準時 に 固定 した不変価格表示価額 (実質価額) に よ る投入係数 を 計算す る

こ とが必要 に な る｡

(2) プ ロ ダ ク トミ ッ クス の 変化

財貨や サ ー ビ ス の 数は 恐 らく 何十 万 と ある で あ ろ う か ら
,

産業連関表 の 商品部門別分類 は 最

も詳細 な も の で あっ て も (因み に
,

日本 の 産業連関表 に おける 最 も詳 しい 分類 に よ る表 は5 4 0 ×

40 0 部門表 で あ る) い く つ か の 商品や 品種が統合 さ れ た も の と な っ て い る し
,
分析 を 操作的に す
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る た め に さ ら に 部門 の 統合 を 進 め る に つ れ て 各商品部門は さ ら に 多 く の 品目数 を含 む も の に

な っ て く る
o そ れ ら には

,
個 々 に み れば

,
生産技術構造 を異 に す る もの も あ る｡ 例えば

, 電気

機械 と い う 商品分筆引こは 大型発電機 か ら乾電池や 半導体 まで が含 ま れ る し
, 輸送機械 には 各種

の 自動車 と と も に
,

機関車や 航空機 , 船舶 な ど も含 ま れ る｡
こ の よ う に

, 商品部門 の 統合の 結

果, 多く の 技術構造 を 異 にす る も の が 含 まれ て し ま う 場合 に は
,

そ こ に 含 まれ る個 々 の 商品や

品目の 技術構造 に変化 が な く て も
,

そ の 部門内の 商品や品目 の 生産額 の 構成, 即 ち
, プ ロ ダ ク

トミ ッ クス が 変化す る と
,

そ の 部門全体 に つ い て 計算 さ れ る投入係数 は 変化 し て し ま う こ と に

な る
｡

こ の こ と は 次の よ うな 仮設例 を用 い て 例示す る こ とが で き るで あ ろ う｡ こ こ で は
,

4 商品よ

り な る 詳細 な 分類 の 産業連関表 を
, 分析 の 便宜 の た め に

,
2 部門 に統合す る と い う 例 を 考え る

｡

統合 は 商品 1 及び 2 を 商品 Ⅰ
, 商品 3 及び 4 を 商品 Ⅰ と して統合す る よ う に し て 行なわれ る と

する
｡ プ ロ ダ ク トミ ッ ク ス 変化前の 4 部門及び統合 され た2 部門 の 産業連関表 とそ れ ら の 表か

ら計算 さ れ る投入係数 は表G) - (蔀に示 さ れ て い る
o

こ こ で
,

4 つ の 商品の 投入構造 は全 く 変わ ら な い が
,
商品 1 の 生産額が1 . 5 倍 , 商品 4 の 生産

額 が1 ･ 2 倍 に 増加 し た とす る｡ 商品 2 及び 3 の 生産額は 不変 で あ る とす る｡ こ の よ う な プ ロ ダ ク

トミ ッ ク ス 変化後 の 4 部門及び統合 され た2 部門 の 産業連関表 とそ れ ら の 表 か ら 計算 され る投

入係数 は表④ - ④の よ う に な る｡ 4 部門表 か ら計算 さ れ る投入係数表は 変化後 に お い て も変化

前 と 同 じで ある が (表④及び①) ,
2 統合部門 よ り 計算 され る 投 入 係数表 は

, プ ロ ダ ク トミ ッ

ク ス 変化 の 結果 と して
, 変化 して しま う こ と に な る｡ こ の こ と は プ ロ ダク トミ ッ ク ス 変化前の

表④と変化後 の 表④を 比較す る こ と に よ っ て 明 らか で あ ろ う｡ 産業連関表に お い て は
,

何 ら か

の 統合 は 不可避で ある の で
, プ ロ ダ ク トミ ッ ク ス の 変化 は

, 統合表 の 投 入 係数 の 変化 を不可避

的 に も た らす で あ ろ う｡

表① 変化前の 4 部門産業連関表

中 間 需 要

最終需要 産 出額
商 品 1 商 品 2 商品 3 商品 4 中間需要計

中

間

投

入

商 品 1 10 3 0 2 0 3 0 9 0 1 0 10 0

商 品 2 30 9 0 5 0 1 0 1 8 0 1 2 0 3 0 0

商 品 3 20 3 0 3 0 5 0 1 3 0 7 0 2 0 0

商 品 4 10 5 0 2 0 2 0 1 0 0 5 0 1 5 0

中 間 投 入 計 70 2 0 0 1 2 0 1 1 0 5 0 0 2 5 0 7 5 0

総 付 加 価 値 30 1 0 0 8 0 4 0 2 5 0

産 出 額 1 00 3 0 0 2 0 0 1 5 0 7 5 0
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表② 変化前の 2 部門統合表

中 間 需 要
最 終需要 産 出 額

商品 Ⅰ 商 品 Ⅱ 中間需要計

中
商 品 Ⅰ 1 60 1 1 0 2 7 0 ･ 1 3 0 4 0 0

間

投
入

商 品 Ⅱ 1 10 1 2 0 2 3 0 1 2 0 3 5 0

中 間 投 入 計 2 70 2 3 0 5 0 0 2 5 0 7 5 0

総 付 加 価 値 1 30 1 2 0 2 5 0

産 出 額 4 00 3 5 0 7 5 0

表③ 変化前の 4 部門表 に よ る 投入係数表

商品 1 商品 2 商品 3 商品 4

商 品 1 0 . 1 0 .
1 0 . 1 0 . 2

商 品 2 0 . 3 0 . 3 0
.
2 5 0 . 0 6 6 7

商 品 3 0 . 2 0 . 1 0 . 1 5 0
.
3 3 3 3

商 品 4 0 . 1 0 . 1 6 6 7 0 . 1 0
,
1 3 3 3

計 0 . 7 0 . 6 6 6 7 0 . 6 0 . 7 3 3 3

表④ 変化前の 2 部門統合表 に よ る 投入係数表

商品 Ⅰ 商品 Ⅱ

商 品 Ⅰ 0 . 4 0 . 3 1 4 3

商 品 Ⅱ 0 . 2 7 5 0 . 3 4 2 9

計 0 . 6 7 5 0 . 6 5 7 1

表⑤ 変化後 の 4 部門産業連関表

33

中 間 需 要
最終需要 産 出額

商 品 1 商 品 2 商品 3 商品 4 中間需要計

中

間

投

入

商 品 1 15 3 0 2 0 3 6 1 0 1 4 9 1 5 0

商 品 2 45 9 0 5 0 1 2 1 9 7 1 0 3 3 0 0

商 品 3 30 3 0 3 0 6 0 1 5 0 5 0 2 0 0

商 品 4 15 5 0 2 0 2 4 1 0 9 7 1 1 8 0

中 間 投 入 計 105 2 0 0 1 2 0 1 3 2 5 5 7 2 7 3 8 3 0

総 付 加 価 値 4 5 1 0 0 8 0 4 8 2 7 3

産 出 額 15 0 3 0 0 2 0 0 1 8 0 8 3 0
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表⑥ 変化後 の 2 部門統合表

第78 号 20 0 4 - I

中 間 需 要
最 終需 要 産 出額

商 品 Ⅰ 商 品 Ⅱ 中間需要計

中
商 品 Ⅰ 180 1 1 8 2 9 8 1 5 2 4 5 0

間
投

入

商 品 Ⅱ 125 1 3 4 2 5 9 1 2 1 3 8 0

中 間 投 入 計 305 2 5 2 5 5 7 2 7 3 8 3 0

総 付 加 価 値 145 1 2 8 2 7 3

産 出 額 450 3 8 0 8 3 0

表⑦ 変化後 の 4 部門表 によ る投入係数表

商品 1 商品 2 商 品 3 商品 4

商 品 1 0 . 1 0 . 1 0 . 1 0 .2

商 品 2 0 . 3 0 . 3 0 . 2 5 0 . 0 6 6 7

商 品 3 0 . 2 0 . 1 0 . 1 5 0 .3 3 3 3

商 品 4 0 . 1 0 . 1 6 6 7 0 _ 1 0
.
1 3 3 3

計 0 . 7 0 . 6 6 6 7 0
.
6 0 . 7 3 3 3

表⑧ 変化後の 2 部門統合表 によ る投入係数表

商品 Ⅰ 商 品 Ⅱ

商 品 Ⅰ 0 , 4 0 . 3 1 0 5

商 品 Ⅱ 0 . 2 7 7 8 0 . 3 5 2 6

計 0 . 6 7 7 8 0 , 6 6 3 2

(3) 技術変化

投 入 構造 を 変化 さ せ る 最 も 基本的な 要因は 生産技術 の 変化 で あ ろ う｡
こ の よ うな変化 に は

,

技術革新 に よ る 全く 新 しい 技術 に よ る全面的な投入係数 の 変化 , 新材料や 原燃料 の 代替等 によ

る 部分的な変化 生産効率 の 上 昇に よ る付加価値率の 上 昇な ど
, 多 く の 理 由に よ る変化が 考え

られ る｡

日本 の 場合
,

高度経済成長期 に お い て は プ ロ ダ ク トミ ッ クス の 変化 が 投入係数変化 の 最大の

要因で あ っ た と い われ て い る｡ そ の 後 ,
石 油 シ ョ ッ ク を経 て 大 き な 相対価格 の 変化 が あ っ た｡

こ の よ うな相対価格 の 変化 は
, 単 に 名目的な投入係数 の 変化 の み な らず, 省資源, 省 エ ネル ギ ー

等 へ の 動 き を通 じ て 原燃料等 の 代替 を 引起 こ し
, 技術構造そ の も の を も 変化 さ せ て い っ た と考

え られ る｡

か く して
,

こ の よ う に何 ら か の 理由に よ っ て 投入係数 が 変化 して い く もの とすれば
,

産業連
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関モ デル を 産業構造 の 予測 や 計画等 の た め に利用 し よ う とす る 場合
, 投入係数 の 変化 の 動向 を

予測 し
,

モ デ ル に 折 り込 ん で い く こ と が 必要 に な っ て く る｡ 以下 に お い て は
,

投入係数 の 予測

や 更新 の 方法 を 検討 して い く が , そ の よ う な投入係数 の 更新或 い は 予測 の 方法 と して は 次 の よ

うな も の が ある と い わ れ て い る
｡

① 投 入 係数 に影響 を 与 え る よ う な要因 に つ い て の 関連情報 を 利用 し て 投入係数 を 修 正 す

る｡ 例 え ば
,

技術変化 に つ い て の 専門的情報 や プ ロ ダ ク トミ ッ ク ス の 変化 の 予測な ど に よ っ て

投入係数 を修 正 して い く ｡

④ 投入係数 の 時系列的変化 の 要因 を分析 し
,

そ の よ う な 要因を 説明変数 とす る 投 入 係数 の

計量経済 モ デル を作成す る こ と に よ っ て 投入係数 を 予測す る ｡

④ 予測或 い は 更新時点 に お ける 投入構造 に つ い て の 周辺情報 ( 中間投入 の 合計或 い は 付加

価値額
,

最終需要額
,

生産額など) が 暫定的 にわ か る場合
,

こ の よ う な 間接的 な 情報 を 用 い て

機械的 に投入係数 を予測す る 方法 が あ る｡ こ の よ う な方法は①や④ の よ う な 投入係数そ の も の

につ い て の 直接的情報 が な い 場合 に 使用 さ れ る方法で ある o

実際の 投入係数 の 更新や予測 に お い て は 上 記①, ㊨, ④ の 方法が そ れ ぞれ 併用 さ れ る こ と に

な る で あ ろ う｡ 本格的な 投入係数 の 予測 や 修 正 の 方法 は①に よ る も の で あ ろ うが
,

実際 に は 投

入係数を 予測す る た め に 使用 し得 る情報は
,

か な り の 規模 の 調査 を行 わ な い 限 り
,

必ず し も 多

く は な い ｡ 従 っ て
,

使用 し得 る 情報 に 限 り が あ る場合 には
, 最終的 に は④の 方法 が用 い ら れ る

こ とが 多 い ｡ こ の よ う な方法 に は ,
R A S 法 , 平均増加倍率法 ,

ラ グ ラ ン ジ ュ 未定東数法な ど

の い く つ か の 方法 が あ る｡ 以下 で は
,

こ の よ う な④の 方法 に 分類 さ れ る い く つ か の 方法 を 説明

す る とか ら議論 を 進め る こ と にす る
｡

( な お
, 投入及び産出 に つ い て の 大規模な 調査 を 行な い

,
そ の よ うな 調査結果 に基 づ い て 産

業連関表 を作成す る方法 を サ ー ヴ ェ イ法 , 大規模な 調査 を 行わず
,

主 と して④の 方法 を 援用 し

て 産業連関表 を 作成す る 方法 を ノ ンサ
ー

ヴ ェ イ法 と い う . も ち ろ ん
, 本格的な 作表 の 方法は サ ー

ヴェ イ法で あり
,

例 えば
,

日本に お い て 5 年毎 に作成 さ れ る総務庁表 は こ の 方法 に基 づ い て 作

成 さ れ て い る ｡
こ の よ う な 表 か ら作成 さ れ る延長表等 に つ い て は④ の 方法 も併用 さ れて い る も

の と思わ れ る ｡)

3 . R A S 法

R A S 法 は 本格的な ノ ン サ ー ヴ ェ イ テ ク ニ ッ ク と し て 最初 に 提案 され た 方法 で あり
,

こ の 種

の 方法 と して 最 も 著名な も の で ある
｡

こ の 方法 は 国民経済計算 の 研究者 と して ノ ー ベ ル 経済学

賞 を受賞 した R . S t o n e [ 9 ]
,
[1 5] に よ っ て 提案 さ れ た｡ ( R A S 法 の 数学的基礎 は 限 られ た 情報
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に基 づ い て ある 行列 か ら新 し い 行列 を 作成す る方法 [1 1] で あり
,

ま た
,

R A S 法 の 詳細 な 数

学的検討 は [ 3 ] にお い て 行な わ れ て い る
｡ 日本 に お ける R A S 法 の 最初 の 実際的適用 は [ 19]

に み られ る｡)

R A S 法 と よ ばれ る 方法 に お い て は , 投入係数 の 変化 を 2 つ の 方向か ら考 え ら れ る
｡ そ の 1

つ は
, 労働 と資本 の 組合せ の 変化 に よ る付加価値率 の 変化や原材料投入率 の 変化 の ような投入

係数 の 列 (縦) 方向の 変化 で あ り
,

こ れ は加 工 度変化効果 とよば れ る｡ もう 1 つ の 方向の 変化

は
, 投入 さ れ る原材料の 間に 代替が 生ず る こ と に よ っ て 生ず る変化で あ り

,
こ れ は 投入係数の

行 (横) を変化 させ る も の と さ れ
,

こ れ は代替効果 と よ ばれ る｡

2 部門か ら な る経済 を仮定 し
, 投入係数 を a

,
中間投入額 を Ⅹ

,
生産額 を Ⅹ に よ っ て 表 わ す

も の と し
, 変化前 の 投 入 係数 が 次 の よ う で あっ た とす る ｡

商品 1 商 品 2

商 品 1 a ll a 12

商 品 2 a 21 a 2 2

こ の よ う な 投 入 係数 が あ る期間の 後
,

上 記で 述 べ た よ う な要因に よ っ て 次の よ う に 変化 し た

もの と する
｡ 添字(1) は変化後で ある こ と を示す｡

商 品 1 商 品 2

商 品 1 a ll

( 1 )

a l 2

(1)

商 品 2 a 2ー

(1)
a 2 2

( 1)

議 論 の 単純化 の た め に
,

こ の 期間 にお ける各商品の 生産額は 不 変 で あ っ た ( 即 ち
,

Ⅹ l
- Ⅹ 1

( 1)

,

及 び
,

Ⅹ 2
- Ⅹ 2

( 1)
) と仮定す る

｡ か く し て
, 変化後 の 投入係数 は 次 の よ う に表 わ され る｡

a ll
(1)

-

Ⅹ 1 1
(1)

Ⅹ 1
(1)

a 2 1

(i)
-

X

x

2

1

1

(

(

l

l

)

)

a 1 2
(1)

-

a 2 2
(1 )

-

Ⅹ 12
(】)

Ⅹ 1 2
(1)

Ⅹ 2

( 1)

Ⅹ 22
( 1)

Ⅹ 2
( 1)

こ こ で
, 代替効果 に よ る 投入係数 の 行 につ い て の 変化 は

, 商品 1 が 全て 商品 の 生産 に お い て

r l 倍使用 され る よ う に な り
,

商品 2 が 全て の 商品 の 生産 にお い て r 2 倍使用 さ れ る よ うに な る

よ うな もの で あ っ た とす る ｡

一

方 , 加 工 度変化効果 に よ る 投入係数 の 列 に つ い て の 変化 は 商品 1 へ の 投入 が 全て s l 倍 に な

り , 商品 2 へ の 投入が 全 て s 2 倍 に なる よ うな も の で あ っ た とする
｡

か く し て
,

変化後 の 中間投 入 額 Ⅹ i j

( 1)
は

,
こ こ で は



林 英機 : 投 入係数の 更新及 び予 測 に つ い て

Ⅹ 11
(1)

- r l X l l S I X 1 2
(1)

- r l X 12 S 2

Ⅹ 2 1
(1)

- r 2 Ⅹ 21 S I X 22
(】)

- r 2 Ⅹ 2 2 S 2

従 っ て
, 変化後 の 投入係数 は

a ll
(1,

- i - r l % s l
- r l a ll S l

a 2 1
( 1,

- i - r 2 % s l
- r 2 a 2 1 S l

a 12
( 1)

- 岩 - r l 若 s 2
- r l a 12 S 2

a 2 2

(1 )
-

Ⅹ 22
(1)

Ⅹ 2
( 1)

Ⅹ 22

= r 2 - S 2
= r 2 a 2 2 S 2

Ⅹ 2

3 7

こ れ を行 列 に よ っ て 表示す る と

[:;:;:; :…≡::;]
-

[
r

.

1

,

0

2
] [

a

a;: ;;…][
S

.

i

s

O

2
]

或 い は

/ ＼ / へ

A (1 )
- R A S

/ ＼ / ＼

とな る｡
こ こ で

,
R は 代替効果乗数 r の 対角行列 で あ り

,
S は 加 工 度変化効果乗数 s の 対角行

/ ＼ / ＼

列で あ る ｡ か く して
,

こ の 方法 に お い て は ,
R とS を どの よ う に して 求 め るか とい う こ とが 問

題 とな る ｡

以下 で は
,

こ れ を求 め る 手続 き を簡単 な 設例 に よ っ て 説明す る ｡

まず
,

3 部門か ら な る 経済 を 仮定 し
, 変化前の 第 0 年次 の 産業連関表が 次 の よ う で あ っ た と

す る｡ ( 以下 の 産業連関表 の 数値例 は [ 16] , [ 1 7] に よ る も の で あ る が
,

計算 は 林 に よ る も の で

ある ｡)

中 間 需 要
最終需 要 産出額

商品 1 商品 2 商品 3 中間需要計

中

間

商 品 1 50 1 0 0 0 1 5 0 5 0 2 0 0

商 品 2 30 5 0 2 0 1 0 0 2 0 0 3 0 0

投

入

商 品 3 20 5 0 3 0 1 0 0 1 0 0 2 0 0

中 間 投 入 計 100 2 0 0 5 0 3 5 0 3 5 0 7 0 0

総 付 加 価 値 100 1 0 0 1 5 0 3 5 0

産 出 額 20 0 3 0 0 2 0 0 7 0 0
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こ の 産業連関表 に よ る 第 0 年次の 投入係数 は次 の よ う にな る｡

商品 1 商品 2 商品 3

商 品 1 0 . 2 5 0 0 . 3 3 3 0 . 0 0 0

商 品 2 0 . 1 5 0 0 . 1 6 7 0 . 1 0 0

商 品 3 0 . 1 0 0 0 . 1 6 7 0 . 1 5 0

第78 号 20 0 4 - Ⅰ

予測年次 を 第 t 年次 と し
, 第 t 年次 に つ い て は 次 の よ う な 情報 が わ か っ て い る も の とす る

｡

産業別 の 産出額
, 最終需要, 付加価値 の 推計 は別途 の 方法 を も っ て 行 な う こ と もで き る の で

,

予測年次 に つ い て こ の よ う な 情報 に つ い て の 暫定推計が 行なわ れ る こ と は 十分可能 な こ とで あ

る
｡

中 間 需 要
最 終需要 産 出額

商 品 1 商品 2 商 品 3 中間需要計

中
商 品 1 16 0 4 0 2 0 0

間 商 品 2 15 0 2 5 0 4 0 0

投

入

商■ 品 3 12 0 1 8 0 3 0 0

中 間 投 入 計 1 00 2 5 0 8 0 4 3 0 4 7 0 9 0 0

総 付 加 価 値 1 00 1
ー
5 0 2 2 0 4 7 0

産 出 額 20 0 4 0 0 3 0 0 9 0 0

か く して
,

こ こ で 未知 で あ る の は 第 t 年次 の 産業連関表 に お け る 中間投 入 行列

Ⅹ 1 2 Ⅹ 13

Ⅹ 22 Ⅹ 2 3

Ⅹ 3 2 Ⅹ 3 3

- E x i j j

及び
, 第 t 年次 に お ける 投入係数行列

で あ る と い う こ と に な る
｡

か く し て
,

まず, 第 t 年 に つ い て 未知 の も の と既知 の も の よ り
, 次 の よ うな方程式が 得 ら れ

る｡

1 60 - Ⅹ 11 + Ⅹ 12 + Ⅹ 13

1 5 0 - Ⅹ 2 1 + Ⅹ 22 + Ⅹ 23

1 2 0 -

Ⅹ 31 + Ⅹ 3 2 + Ⅹ 33

1 0 0 - Ⅹ 11 + Ⅹ 2 1 + Ⅹ 31

2 5 0 - Ⅹ 12 + Ⅹ 22 + Ⅹ 32

80 - Ⅹ 13 + Ⅹ 23 + Ⅹ 3 3
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こ の 6 本 の 方程式 の うち
,

上 3 本 は 第 t 年次 に つ い て の 未知 の 産業連関表 の 中間需要 の 行和,

下 の 3 本 は 中間投入 の 列和 で あ る｡

さ ら に
,

未知 の 産業連関表 にお ける 投入係数は
,

投入 係数 の 定義 に よ り , 次 の よ う に 表わ さ

れ る ｡

a l l
-

Ⅹ 1 1 / 2 0 0

a 21
- Ⅹ 2 1 / 2 0 0

a 3 1
- Ⅹ 3 1 / 2 0 0

a 1 2
- Ⅹ 12 / 4 0 0

a 2 2
- Ⅹ 22 / 4 0 0

a 3 2
- Ⅹ 32 / 4 0 0

a 13
- Ⅹ 1 3 / 30 0

a 23
- Ⅹ 23 / 30 0

a 3 3
-

Ⅹ 33 / 3 0 0

さ ら に
,

投入 係数が 代替効果 r と加工 度変化効果 s に よ っ て 変化す る も の とす る と
,

第 t 年次

の 未知 の 投入係数は 第 0 年次 の 既知 の 投入係数 と r 及び s に よ っ て 次 の よ う に 書く こ とが で き

る ｡

a l l
-

r l X 0 .
2 5 0 × s l

a 1 2
- r l X 0 . 3 33 × s 2

a 1 3
- r l X 0 . 0 00 × s 3

a 2 1
- r 2 × 0 . 1 50 × s l

a 22
- r 2 × 0 . 1 6 7 × s 2

a 23
- r 2 × 0 . 1 0 0 × s 3

a 3 1
- r 3 × 0 . 1 0 0 × s l

a 3 2
- r 3 × 0 . 1 6 7 × s 2

a 3 3
- r 3 × 0 . 1 5 0 × s 3

上 記 に お け る 方程式 の 数 は24 本,
そ して

,
未知数 の 数 も2 4個 ( Ⅹ 11

,
Ⅹ 12 ,

Ⅹ 13 ,
Ⅹ 2 1 ,

Ⅹ 2 2 ,

Ⅹ 23
,

Ⅹ 3 1
,

Ⅹ 32
,

Ⅹ 3 3
,

a l l
,

a 】2
,

a 1 3
,

a 2 1
,

a 2 2
,

a 2 3
,

a 3 1
,

a 32
,

a 3 3
,

r l
,

r 2
,

r 3 ,
S l ,

S 2 ,

s 3) で ある の で
,

こ れ を 連立方程式 と して 解く こ と に よ っ て
,

第 t 年次 にお ける 中間投入額及

び投入係数 ( さ ら に
, 代替効果乗数及び加工 度変化効果乗数) を求 め る こ とが で き る ｡

しか し
,

こ の 連立方程式は 非線型体系で あ る の で
, 代数的 に解 く こ とは で きず

,
そ の 解法 を 工 夫 し な け

れ ばなら な い
｡

R A S 法 の 計算 は ,

一

般的 に は
, 以下 に示す よ うな 収束近似計算 に よ っ て 行 な

わ れ る｡ 以下で は
,

こ こ で の 設例 に よ っ て そ の 解法 の 手順 を 示す｡

④ 第 0 年次 の 投入係数行列 に第 t 年次 の 産出額 を次 の よ う に乗ず る0

[§;…喜§Z
.;………≡;…≡§][

2

Z
.

o

4

0

:
o

3

0

:｡]
-[≡§

1

≡S6;≡…§]
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④ こ の よ う に して 得 ら れ た 行列 は 未知 の 中間投入行列 [ x i j] の 第 1 次近似 で あ る. こ の 行

列 の 列和及び行和が 既知で ある 第 t 年次 の そ れ ら に等 しい な らば
,
計算は そ れ で 終わ り で あ る｡

しか し
,

一

般 に は
,

そ れ ら は 等 しく な らな い . 例え ば, そ の 行和 を求 め
,

第 t 年次 にお ける 各

商品の 中間需要計 と比較す る｡ 投入係数が 変化 して お れば ,
こ の 両者 は

一

致 しな い
｡ 行和 ≠ 第

t 年次 の 中間需要計 で あ るな らば
, 各商品 に つ い て ( 行和 / 第 t 年次中間需要計) と い う比率

を計算 し
,

こ れ を上 記 の 行列 の 各行 の 要素 に乗 じて
, 各商品 に つ い て

,
行和 - 第 t 年次 の 中間

需要計, とな る よ うな 行列 を作 る ｡ こ の よ う な 行修 正 係数 r
(1)

は
,

後 に示す よ う に
, 第 1 回 目

の 代替効果修 正 乗数 と なっ て い る ｡ 以下 で の r と s の 添字 は 修正 の 段階 の 回数 を示す｡ ( な お
,

こ こ で の R A S 計算 は 行 の 修 正 か ら始 め られ て い る が , 列 の 修 正 か ら始 め て も 同 じ結果が 得 ら

れ る はず で ある ｡)

行和 第t 年次の中間需要計 行修正係数 r
(1)

0

0

5

3

4

3

7

7

3

6

6

3

6

6

10

0

ハ
リ

5

3

2

0

0

0

6

5

2

1

1

1

≠

≠

≠

7

7

7

3

6

1

8

2

3

日
臼

:
r

:

1 6 0 / 1 8 3 . 3

1 5 0 / 1 2 6 . 7

1 2 0 / 13 1 . 7

④ か く し て
,

上 記 の r
( 1) を 先 の 行列 の 各行 に乗 じて 得 ら れ る 行列 を 作成 し

,
そ の 各列和 を

求め て
,

第 t 年次 に お ける既知 の 中間投入計 と比較する ｡
こ の 両者が 一

致 しな けれ ば
,

こ の 行

列 の 列和 を 第 t 年次 に お ける 既知 の 中間投入計 に合致 させ る よ う な列修正 係数 s
(1)

を 求 め る
｡

こ の 列修正 係数 は
, 後 に示す よ う に

, 第 1 回 目 の 加 工 度変化効果修正 乗数 とな る ｡

0

｢
h

J

2

0

5

ー

3

4

4

0

8

6

9

0

1

7

6

16

5

2

3

5

8

4

3

ー

列 和 97 ,3

･≠

第t 年次中間投入計 100

56 .

≠

80

7256

≠

250

2

50 ×1 60/1 83 . 3 1 33 .3 ×1 60/1 8 3 . 3 0 ×160/1 83 . 3

3 0 ×150/12 6 . 7 6 6
, 7 ×150/12 6 .7 30 ×15 0/ 1 2 6 .7

2 0 ×120/1 31 . 7 66 . 7 ×1 20/1 3 1 .7 4 5 ×120/13 1 . 7

列修正 係数 s
(1)

_
些 ｣ 塑

__
旦

9 7 .3 2 5 6 . 2 7 6 .5

④ 以下, 各行和及び各列和 が第 t 年次 に お ける 各商品 に つ い て の 既知 の 中間需要計及び中

間投入 計 に 一

致す る まで
, 行列 の 行修 正 及び列修正 を 繰 り返す ｡ 即ち

,
上 記 の 行列 に列修 正 係

数 s
( 1)

を乗 じた行列 を作成 し
, そ の 行和 を求 め て

,
第 t 年次 の 中間需要計 と比較す る

｡ そ れ ら

が 一

致 し な ければ
,

さ ら に
,

行修正 係数 r
(2)

を 計算す る｡



林 英機 : 投入 係数の 更新 及び 予測 に つ い て

行和 第t年次の中間需要計 第2 回行修正係数 r
(2)

O

1

9

0

7

2

3

4

6

1

3

3

7

9

1

7

5

18

5

7

4

6

8

4

3

1

0

0

0

6

5

2

1

1

1

≠

≠

≠

4

7

9

8

0

0

5

5

2

ー

1

1

1 6 0 / 15 8 . 4

1 5 0 / 1 5 0 . 7

1 2 0 / 1 2 0 . 9

4 3 . 6 ×10 0/9 7 . 3 1 1 6 . 3 ×2 5 0/ 2 56 . 2 0 . 0 ×80/ 76 . 5

3 5 . 5 ×10 0/9 7 . 3 7 9 . 0 ×2 5 0/ 2 5 6 . 2 3 5 . 5 ×8 0/7 6 . 5

1 8 . 2 ×10 0/9 7 . 3 6 0 . 8 ×2 5 0/ 2 5 6 . 2 4 1 , 0 ×8 0/7 6 . 5

4 1

④先 の 行列 の 各行 に 行修 正 係数 r
( 2) を 乗 じて 行 を修 正 す る｡ 修正 さ れ た行列 の 列和 を求 め

,

そ れ が 第 t 年次中間投入計 とな お 一

致 し て い な けれ ば
, 第 2 回 列修 正 係数 s

(2) を 計算す る
｡

0

9

6

0

6

2

3

4

7

7

9

4

6

8

1

7

5

13

3

8

5

6

8

4

3

1

59 .

≠

8 0

73

0

5 0

≠

25

2200

≠

00

1

1

s
( 2)

1 00 2 50 8 0

10 0 .2 250 .3 79 .5

4 4 .8 ×160/158 . 4 1 1 3 .6 ×160/158 .4 0 . 0 ×160/1 5 8
.
4

3 6 .5 ×1 50/ 1 50 . 7 7 7 . 1 ×1 50/1 50 .7 3 7 . 1 ×1 50/ 1 50 , 7

1 8 .7 X 1 2 0/ 1 20 . 9 5 9 . 3 X 1 2 0/1 20 . 9 4 2 .9 X 1 2 0/1 20 . 9

㊥ 先 の 行列 に列修 正 係数 s
(2 ) を 東 じ て 列 を修 正 し

,
そ の 行列 の 行和 と 第 t 年次 の 中間需要計

と比較 し
, 不

一

致 が あれば , 第 3 回目 の 行修正 係数 r
(3 )

を 計算す る
｡

45 . 2 1 1 4 . 6 0 .0

3 6 . 2 7 6 . 6 3 7 . 1

1 8 . 6 58 . 8 42 .9

r
( 3)

1 5 9 . 8 ≠ 1 60 1 6 0 / 1 5 9 . 8

1 4 9 . 9 ≠ 1 50 1 5 0 / 1 4 9 . 9

1 2 0 , 3 ≠ 1 2 0 1 2 0 / 1.
2 0 . 3

(う 行修 正 数 r
(3)

を 乗 じて 行 を修正 し
, 修正 さ れ た行列 の 列和 と第 t 年次 の 中間投入計 と比較

し て
, 不

一

致 が な おあれ ば,
さ ら に列修 正 行列 s

( 3)
を 計算す る

｡



4 2

4 5
.
3 1 1 4

. 7 0 . 0

36 . 2 7 6 . 7 37 . 1

1 8 . 6 5 8 . 7 4 2 . 8

s
(3 )

1 0 0 . 1 25 0 . 1 7 9 . 9

≠ ≠ ≠

1 0 0 2 5 0 80

100 2 5 0 8 0

10 0 . 1 2 5 0 . 1 7 9 . 9
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④ こ の よ うな 計算 を行 と 列 に つ い て 繰 り返す こ と に よ り
,

そ の 行和 と列和が 第 t 年次 の 既

知 の 中間需要計 と 中間投入計 に 一

致す る よ う な行列が 次 の よ う に 得 られ る｡

4 5 . 3 1 1 4 . 7 0 . 0

3 6 . 2 7 6 . 7 3 7 . 1

1 8
,
5 5 8

,
6 4 2

.
9

1 0 0 2 5 0 8 0

こ れ が 求め る べ き第 t 年次 の 中間投入行列 [ Ⅹi j] の 推計値で あ り
,

第 t 年次 の 産業連関表

は 先 の 空間部分 に上 記の 行列 を投入す る こ と に よ っ て 求 め る こ と が で きる ｡
R A S 法 にお い て

は第 0 年 に お い て ゼ ロ で あっ た要素 は 第 t 年 に お い て もゼ ロ と なる ｡ ま た
,

第 t 年次 の 投入計

数行列 [ a i j] は こ の よ うに して 求 め られ た [ Ⅹi i] を第 t 年次 の 対応す る 産出額 に よ っ て 除す

る こ と に よ っ て 次 の よ う に求 め られ る｡ 投入係数 にお い て も当初 に ゼ ロ で あっ た要素は 依然 と

し て ゼ ロ で あ る ｡ ま た
,

R A S 法 に お い て は
,

得 られ る 要素 の 非負性が 確保 され る こ と も 明ら

か で あ る
｡

0 . 2 2 7 0 . 2 8 7 0 . 0 00

0 . 1 8 1 0 . 1 9 2 0 . 1 24

0 . 0 9 3 0
.
1 4 7 0 .

1 4 3

45 . 3 / 20 0 1 1 4 . 7 / 4 00 0 . 0 / 3 00

3 6 . 2 / 2 0 0 7 6 . 7 / 4 00 3 7 , 1 / 3 00

18 . 5 / 20 0 5 8 . 6 / 4 00 4 2 . 9 / 3 00

そ して
,

代替効果乗数 r 及び加工 度変化効果乗数 s の 各商品列 の 最終的な要素は
, 修正 段階

別 に お い て 計算 され る 各修 正 係数 を順次乗 じて い く こ と に よ っ て
, 次 の よ う に して 求 め る こ と

が で き る ｡

r i
- r i

(1)
× r i

(2)
× r i

(3)
× - - -

s j
- S j

(1 )
× s j

(2 )
× s 】

(3)
× - - -

従 っ て
,

上 記 の 例 にお い て は 商品別の r i は次 の よ う に 求め られ る ｡
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r l
- ( 1 6 0 / 1 8 3 . 3) × (1 60 / 1 58 ,

4)

r 2
- ( 1 5 0 / 1 2 6

.
7) × (15 0 / 15 0 . 7)

r 3
- (1 2 0 / 13 1 .

7) × (12 0 / 120 . 9)

ま た
,

商品別 の s j は 次 の よ う に 求め ら れ る ｡

s l
- ( 1 0 0 / 9 7 .

2) × (10 0 / 1 0 0 . 2)

s 2
- ( 2 5 0 / 2 56 . 2) × (25 0 / 25 0 . 3)

× (1 60 / 1 5 9 . 8) × - -
-

- 0 . 8 3 3

× (1 50 / 1 4 9 . 9) × - - - 1 . 1 7 9

× (1 20 / 1 2 0 . 3) × - - ･ - 0 . 9 0 2

× ( 100 / 10 0 . 1) ×
- - -

- 1 . 0 5 4

× (2 50 / 2 5 0 . 1) × - - - - 0 . 9 7 4

4 3

s 3
- ( 8 0 / 7 6 .

5) × ( 8 0 / 79 . 5) × ( 80 / 7 9 , 9) × - - - 1 . 0 5 4

/ ＼

.
/ ＼

か く して
,

上 記 の 第 t 年 の [ a i ｣] は 第 0 年 の [ a i j] を代替効果乗数 R と加工 度変化乗数S に

よ っ て 以下 の よ う に 修正 した も の で あ る こ と を確 か め る こ とが で き る 0

/ ＼ /
(

＼

A t
- R A o S

-[
o ●

§
33

-[§;喜≡喜

0

1 . 17 9

0

0 . 2 8 7

0 . 1 9 2

0 . 1 4 7

. .
…｡ 2
][§;…喜§

≡;………]

0 . 3 33

0 . 1 67

0 . 1 6 7≡;……呂][
1 ●

§
26

...
へ

＼

こ こ で
,

A ｡ は 第 0 年次 の 投入係数行列,
A t は 第 t 年次 の 投入係数行列

,
R は 代替効果乗数 r i

E5iZ I

を対角要素 とす る 対角行列,
S は 加工 度変化効果乗数 s 〕 を対角要素 とす る対角行列 で あ る｡

ま た
,

上 記 の 式は ,
r i と s i の 定義 に よ り

, 次の よ う に書ける こ と は 明 ら か で あ ろ う ｡

r

2

o

v
c

q

o

r

2ー

1

0

0

r

ト×]1
o

o
ー

㌻r

1

o
ー

が

o

r

･･

･▲
′

い

o

o

r

卜
i
i
i

i
i

i
i

-

o

O

ー
3S

1

o

㌔

o

S

(
1

0

0

S

ト×]
0

0

n
U

3

3

3

1

2

3

a

a

a

0

0

0

2

2

2

1

2

3

a

a

a

0

0

0

円
り

:

r=

1

2

3

a

a

a
卜×

×]
o

o

㌔S

2

o

(
=

l

o

S

2ー

ー

0

0

S

卜×
a l l

(t)

a 21
(t)

a 3 1
(t) ]

3

3

3

1

2

3

a

a

a

【

川
u

ほ

川

は

2

2

2

ー

2

3

a

a

a

こ こ で
,

こ の 設例 に お い て は

r l
(1) -

1 6 0 / 1 8 3 . 3 r l
(2)

- 1 6 0 / 1 5 8 , 4 - -

r 2
(1)

- 1 5 0 / 1 2 6 . 7 r 2
( 2)

- 1 5 0 / 1 5 0 . 7 = - -

r 3
( 1)

- 1 2 0 / 13 1 . 7 r 3
( 2)

- 1 2 0 / 1 2 0 . 9 ･ - ･ ･
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s l
(1)

- 1 0 0 / 97 . 2 s l
( 2)

- 1 0 0 / 10 0
.
2 - -

s 2
(1)

- 2 5 0 / 25 6 . 2 s 2
( 2)

- 2 5 0 / 2 5 0 . 3 = - ･

s 3
(1)

- 8 0 / 7 6 . 5 s 3
( 2)

- 8 0 / 7 9 . 5 - - ･

等 々 の よ うな各段階で の 修 正 係数 で あ る
｡ 或 い は,

上 記 の 各段階別 の 行及び列修正 係数の 対角

行列 を & l'

,
怠(2)

,

- - -

,
含(1) ･ 含( 2,

,

- -

,
と略記すれ ば

,
上 記 の R A S 修 正 算式は

A t
- a ,, i ( 2) . ･ ･ ･ ･ ･

A .i ( i, i ( 2,
･ ･ . . ･ .

の よ う に 表わ す こ とが で き る｡

な お
,

こ の よ う な R A S 繰 り 返 し 計算 が 果た して 収束す る か どうか と い う問題 が あ る が
,

一

般 的 に は
,

R A S 計算は
, 多く の 場合 , か なり 早期 に収束す る とい う こ と が 確か め られ て い る｡

以上 が R A S 法 の 概要 で ある が , 代替効果乗数 R 及び加 工 度変化効果乗数 S を 求 め る 必要が

な い な らば
, 次 の よ う な簡易計算 に よ っ て 全く同 じ結果 を得 る こ と が で き るo 以下 で は こ の 簡

易R A S 法 を説明す る｡

① 第 t 年次 の 商品別中間需要計

[ 二…≡§
を第 0 年次 の 中間投入行列

5 0 10 0 0

3 0 5 0 20

2 0 50 30

の 行構成比 に よ っ て 分割す る
｡ 即ち

,

-
I

:二二二

~

;
-

_
: 三

~

二
ニ ー…

~

( こ こ で は
, 行 の 分割 か ら 計算 を始 め た が

,
列 に つ い て の 分割 か ら計算 を始 め て も 同 じ結果 を

得 る こ とが で き る
｡)

④ 以下 の 手順 は 上 記 に お い て 述 べ た R A S 法 の 手順 と全 く 同 じで あ る｡ 即 ち
, 求め ら れ た

行列 の 列和 を計算 し
, 第 t 年次 の 既知 の 中間投入計 と比較 し

,
そ れ ら が 一

致 しなけけば
, 列和
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を 中間投入計 に 一

致 せ し め る よ う な 列修正 係数 を計算す る｡

0

0

6

3

3

76

5

0

0

7

6

13･

5

4

3

4

2

5

列和 12 2 . 3 2 4 1 . 7

≠ ≠

第t 年次中間投入計 100 2 5 0

列修 正 係数

6 6

≠

80

100 2 5 0 8 0

1 22 . 3 2 4 1 . 7 6 6

4 5

④ 上 記 の 行列の 列 に列修正 係数 を乗 じて
,

列和 を第 t 年次 の 中間投入計 に 一

致 さ せ た 行列

を作 り, 得 られ た 行列 の 行和 と第 t 年次 の 中間需要計 を 比較 して
,

両者が 一

致 しな い 場合 に は

行修正 係数 を作成す る｡

4 3 . 6 1 1 0 . 4 0 .0

3 6 . 8 7 7 . 6 3 6 . 4

1 9 . 6 6 2
.
1 4 3 . 6

行 和 第t 年次中間需要計 行修正行列

1 54 . 0 ≠ 1 6 0 1 6 0 / 1 5 4 . 0

1 5 0
.
8 ≠ 1 5 0 1 5 0 / 1 5 0 . 8

1 25 . 3 ≠ 1 2 0 12 0 / 12 5 . 3

以下
,

こ の よ う な行及び列 の 修正 計算 を各行和及び各列和 が 第 t 年次 の 各商品 の 中間需要計

及び中間投入計 に等 しく なる まで 繰 り 返す｡
こ の 簡易 R A S 法 にお い て は , 先 の 計算 にお け る

よ う に代替効果乗数 r i 及び加 工 度変化効果乗数 s 〕 を求 め る こ と は で き な い が ,
よ り 簡単な計

算 によ っ て 同 じ結果 を得 る こ と が で き る｡

先 に も 記 し た よ う に
,

R A S 法は Ri c h a r d S t o n e に よ っ て 考案 さ れ た 方法 で あ り
,

そ の 名称 は

. .′＼ ノ′＼

投入係数行列 A に 自 ら の 名前 の 頭文字 を と っ た 行及び列修 正 行列 R 及びS を 乗 じて 更新年次

或 い は 予測年次 の 投入係数行列 を 得 る と い う そ の 表記法 R A S よ り 命名 さ れ た と い わ れ て い

る｡
R A S 法が 単な る 機械的計算以上 の 経済的な 意味 を も つ か どう か は

,
行修 正 乗数 が 原材料

間の 代替 を測定す る もの で あり
,

列修 正 乗数 が 付加価値率や原材料投入率 の 変化 の よ うな加 工

度 の 変化 を 予測す る も の で ある
,

と い う経済的解釈 に 依拠 して い る が
,

そ れ らが 全 て の 部門に

比例的 に 生ず る と い う点 は そ の 解釈 の 限界で ある と い う こ とが で き る で あろ う｡

/ ＼ /
へ

＼

R A S 法で は
, 技術変化 の 方向 を 代替効果 R と加 工 度変化効果 S と に よ っ て 明示的 に表現 し

て い る の で
,

こ の こ と を利用 し て
,

R A S 法 の 結果 を次 の よ う に使用す る こ と もで き る
｡ 例 え

/ ＼ /
〈

＼

ば
,

あ る 離れ た 2 つ の 時点, 第 0 年次 と第 t 年次 との 間で R とS が 求 め られ た とす る と
, 第 0

年次か ら第 t 年次 へ の 中間年次 に お け る ある 1 年間の 投入係数行列 の 変化 は
,

変化 が
一

定年率

で 生 じて い る と仮定すれば
,

R とS の 1 年単位 の 変化率釜1 / t

及び含1 / t

に よ っ て 与 え られ る こ
/ ＼ /

へ
＼

と に な る で あろ う ｡ か し して 例 えば
,

第 0 年次以後 の 各年次 の 投入係数行列は
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A l
- % l / t

A . S
l, t

/
へ

＼

I⊆ii! l

A 2
- R

2 / t

A ｡含2/ t
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A t
- % t / t

A .% t / t
= R A . S

/ ＼ . へ

の よ う にな る｡
こ の 傾向が 第 t 年次以降 も持続す る も の とすれ ば

,
第 t 年次以降 の 第 t + n 年

次 の 投入係数行列 A t 十 11 は

/ ＼
/ ＼

A t 十 ｡
- R ( t 十 n ' / t A ｡含( t + n , / t

= 怠(1 ･ n / t) A ｡ S
(1 十 n / t )

に よ っ て 求 め る こ とが で き る｡

4 . 追加的情報を利用 した R A S 法

上 記 の 通常 の R A S 法は
, 予測或 い は 更新年次 の 商品別 の 中間需要計及び中間投入計 , 即ち

,

中間投入行列 の 行和 と列和 に つ い て の 情報 は あ る が , そ の 行列 の 要素 に つ い て の 情報 が な い 場

合 に
,

そ の 個 々 の 要素 を求 め る方法で ある
｡

しか し
±

中間需要或 い は 中間投入の 要素 の
一

部が

何 らか の 情報 に よ っ て 判明す る こ とが ある
o 利用可能な 情幸馴ま可能 な 限 り利用す る こ とは

,

一

般 的 に は
, 推計 の 精度 を高 め る と考 え られ る

｡ 以下 で は
,

利用可能 な 情報等 に よ っ て 中間投入

行列 の 一 部が わ か っ て い る よ うな場合 に
,

R A S 法 を どの よ う に 適用す る こ とが で き る か考 え

る こ と にす る ｡

こ こ で は
,

先 に 用 い た R A S 法 の 設例 に お い て
, さ ら に

,
第 t 年次 に お ける 商品 1 の 生産 へ

の 商品 2 の 投入 が40 で あ る とい う こ と が 他 の 情報 に よ っ て わか っ て い る もの とす る ｡ 従 っ て
,

こ の よ うな 状況 に お い て は
, 第 t 年次 の 産業連関表 に つ い て 既知 で あ る 全て の 情報 は 次 の よ う

な も の とな る｡

中 間 需 要

最終 需要 産出額
商品 1 商 品 2 商品 3 中間需要計

中

間

商 品 1

40

1 6 0 4 0 0 2 0 0

商 品 2 15 0 2 5 0 4 0 0

撹

入

商 品 3 12 0 1 8 0 3 0 0

中 間 投 入 計 100 2 5 0 8 0 4 3 0 4 7 0 9 0 0

総 付 加 価 値 100 15 0 2 2 0 4 7 0

産 出 額 20 0 4 0 0 3 0 0 9 0 0

か く し て
, 求め る べ き [ Ⅹ i ｣] 及び [ a i 〕] の 要素 の 数は 1 つ づ つ 減少す る こ とに な る こ とは

明 らか で あ ろ う｡ 従 っ て
,

R A S 計算 を 行なう に あた っ て は
, 計算 を始 め る 前 に

, 第 0 年次 の

投入係数行列 か ら商品 1 における 商品 2 の 投入係数 を 除去 し
,

さ ら に
, 第 t 年次 の 商品 2 の 中
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間需要計及び商品 1 の 中間投入計か ら そ れ ぞ れ既知で あ る商品 2 へ の 商品 1 へ の 産出40 及び商

品 1 に お ける 商品 2 の 投入40 を 除去す る こ と が で き る｡ か く して
,

第 t 年次 の 第 1 列 に つ い て

は10 0 - 4 0 - 6 0
,
第 2 行 に つ い て は150 - 40 - 1 10 を 新 し い 制約条件 と し て R A S 計算 を 行な っ て

い けば よ い こ と にな る ｡

即ち
,

こ の 場合 の R A S 計算 は 第 0 年次 の 投入係数行列か ら 商品 1 へ の 商品 2 の 投入係数 を

除 い た
,

即ち
,

そ の 要素 を 0 と した行列

0 . 2 5 0 0 . 33 3 0

0 0 . 1 6 7 0 . 10 0

0 . 1 00 0 . 1 6 7 0
.
1 5 0

を ベ ー

ス と して

[ 二……§
60 25 0 8 0

の よ う な
, 既知 の 要素 に つ い て 減額 さ れ た行和及び列和 を 満たす よ うな行列 を求 め れ ば よ い こ

と に な る ｡ か く して
,

第 2 行第 1 列 の 要素 をゼ ロ とお い た 投入係数行列 に 第 t 年次 の 商品別産

出額 を 乗 じ る こ と に よ っ て 得 ら れ る 行列

[:
I

.…
5

.

0

.

S
.

A

:…
3

:

3

7

7

0

.:;sz][
20

:

0

4

0

:
o

3

S
..
] -[

5

2

Z
.

1

S
6

S
6

:
.

;
7 …≡]

を 求 め る べ き第 t 年次 の 中間投入行列 の 第
一

次近似 と し て
,

先 の R A S 法計算 の 手順 を 適用 し

て い けば よ い
｡

こ の 計算 は行或 い は 列 の い ず れ か ら始 め て も よ い が
,

行か ら始め る こ と にす る

と
,

① そ の 行列 の 行和 を 求め
,

そ れ と新 しい 行制約 と比較 し
,

そ れ らが 一

致 し な けれ ば
,

両者

の 比率 と して 行修正 係数 r
( 1)

を 計算す る
｡ 即ち

,

行和 第t 年次の新しい行制約 行修正 係数 r
(1)

0

0

5

3

4

3

7

7

3

6

6

3

6

6

10

0

0

5

2

0

0

0

6

1

2

1

1

ー

≠

≠

≠

3

7

7

3

6

1

8

9

3

1

1

1 60 / 1 83 . 3

1 1 0 / 96 . 7

1 20 / 1 3 1
.
7

④ こ の 行修正 係数 r
(1) に よ っ て 上 記 の 行列 の 行 を 修正 して

,
そ の 列和 を第 t 年次 に お ける

新 し い 行制約 に 一 致 させ た行列 を作成 し
, そ の 列和 を 求 め るo こ の 列和 と第 t 年次 の 新 し い 列
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制約 と を比較 し
,

そ れ らが 一

致 しな い 場合 に は
,

両者の 比率 と し て 列修正 係数 s
(1)

を 作成す る｡

4 3 . 6 11 6
. 4 0

0 75 .9 34 . 1

1 8 . 2 6 0 . 8 41 .0

列和 6 1 . 8 2 5 3 . 1 7 5 .1

≠ ≠ =≠

第t 年次の新しい列制約 60 25 0 8 0

列修 正 係数 s
(1)

60 2 5 0 8 0

6 1 . 8 2 5 3 . 1 7 5 . 1

④ 列修正 係数 s
`1) に よ っ て 上 記 の 行列 を修 正 して

,
列和 を 列制約 に 一

致 さ せ た 行列 を 作り
,

そ の 行和 を 求 め
, そ れ を行制約 と して 比較す る ｡ そ れ らが 一

致 しな い 場合 に は行修 正 係数 r
(2)

を 計算す る
｡

行和 第t 年次の行制約 行修正行列 r
( 2)

4 2 . 3 1 1 5 .0 0

0 7 5 .0 3 6 . 3

1 7 , 7 6 0 . 1 4 3 . 7

1 5 7 . 3

1 1 1 . 3

1 2 1 . 5

0

0

0

6

ー

2

:
r

:

:

≠

≠

≠

1 6 0 / 1 5 7 . 3

1 1 0 / 1 1 1 . 3

1 2 0 / 1 2 1 . 5

以下,
こ の よ う な 計算 を 行及び列 に つ い て 交互 に 繰り 返 して 行 な う こ と に よ っ て 得 ら れ る最

終的な 結果 は 以下 の よ う に な る｡

4 2 . 7 1 1 7 . 3 0

0 7 3 . 7 3 6 . 3

1 7 . 3 5 9
.
0 4 3

. 7

60 2 5 0 8 0

こ の 結果 に 先 の 既知 の 要素 で あ る40 を 入れ た もの が 求 め る べ き 最終的な 第 t 年次 の 中間投入

行列 で あ る｡ か く して
,

こ の 方法 にお い て は 既知 の 要素 に つ い て の 情報が そ の ま ま 生か され る

こ と に な る が
,

こ の 場合 の 行及び列 修正 係数 は 先の よ うな経済的意味 を もた なく な っ て し まう

で あ ろ う｡

4 2 . 7 1 1 7 . 3 0

4 0 7 3 . 7 3 6 . 3

1 7
.
3 5 9

, 0 4 3 . 7

1 0 0 2 5 0 8 0
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こ の 場合 の 第 t 年次 の 投入係数行列 [ a i j] は 上 記 の 中間投入行列 の 各列 を対応す る 商品 の

産出額に よ っ て 除す る こ と に よ っ て 求 め ら れ る ｡

0 .
2 1 4 0 .

2 9 3 0 . 0 0 0

0 . 20 0 0 . 1 8 4 0 . 1 2 1

0 . 0 8 7 0 . 1 4 8 0 . 1 4 6

--

_
二

_
丁≡

:

二
二

, ,
≡

R A S 法 に お ける 追加情報 の 使用 は投入係数 の 予測精度 を 高め る と い う 実証結果 [16] が あ

る が
,

場合 に よ っ て は
,

そ れ を 低下 さ せ る場合 も あり 得 る こ と も示 さ れ て い る
｡

5 . 平均増加倍率法

R A S 法は
,

数学的に は
,

あ る行列 を ベ
ー

ス と し て 新 しい 行制約及び列制約 を 満たす よ う な

新 しい 行列 を 作 る方法 で あ る とい え る｡ 投入係数 の 更新或 い は 予測 へ の 適用 にお い て は
,

当初

の 投入係数行列或 い は 中間投入 行列 を ベ ー

ス にす る こ と に よ り
,

当初 の 技術構造 に 基 づ い て
,

新 しい 中間需要制約及び中間投入制約 を 満た す よ う な技術構造 を推計 しよ う と して い る と い え

る｡

ある行列 を ベ ー ス に して 新 しい 行列制約 を満たす行列 を作成す る方法 に は他 に も い く つ か の

も の が あ る｡ 平均増加倍率法 もそ の よ うな 方法 の 1 つ で あ る｡

R A S 法 に お い て は 行 と 列 の 修 正 が 交 互 に行なわ れ る が
,

平均増加倍率法 は 行 と列 を そ れ ぞ

れ の 修 正 係数 に よ っ て 同時 に 修正 し た も の の 単純平均 を と る と い う 形で 修正 さ れ た行列 を求 め

て い こ う と す る も の で あ る｡ 先 と 同 じ数値例 に よ っ て こ の 方法 の 手順 を 述 べ る ｡ 既知 の 情報 を

再掲すれ ば
,

第0年次中間投入行列

第t年次中間需要計

及び中間投入計

5 0 1 0 0 0

3 0 5 0 20

2 0 5 0 30

10 0 20 0 50

⊂コ
100 2 50 8 0

計算 の 手順 は 次 の よう に 行なわれる ｡

0

0

0

6

5

2

1

1

ー

① 第 0 年次 の 中間投入行列 の 各行要素 を
,

各行 の 中間需要計 の 第 0 年次か ら第 t 年次 へ の

増加率
,

即 ち
, 各行 に つ い て の ( 第 t 年次中間需要計/ 第 0 年次中間需要計) に よ っ て 拡大 し



5 0

た行列
,
[ Ⅹ i j]

1 L

を作 る ｡ 即ち
,

[ Ⅹ i j]
1 L

新潟 大学 経 済 論 集

5 0 × 160/ 1 50 10 0 ×16 0/ 1 5 0 0 × 16 0/1 50

3 0 ×15 0/1 00 5 0 ×1 5 0/1 0 0 20 ×1 5 0/10 0

20 × 120/ 100 5 0 ×12 0/ 10 0 30 ×12 0/10 0

第78 号 2 00 4 - Ⅰ

5 3 . 33 1 0 6
. 6 7 0

4 5 7 5 3 0

2 4 6 0 3 6

次 に
,

第 0 年次中間投入行列の 各列 の 要素を
,

各列 の 中間投入計 の 第 0 年次 か ら第 t 年次 へ の

増加率
,

即ち
,

各列 の ( 第 t 年次中間投 入計/ 第 0 年次中間投入計) に よ っ て 拡大 した 行列

[ Ⅹi ｣]
1 C

を 作 る｡ 即ち
,

[ Ⅹ i j]
1 C

-

5 0 × 100/ 100 10 0 ×2 50/20 0 0 ×80/5 0

30 × 100/ 100 5 0 ×25 0/20 0 20 ×80/ 50

20 × 100/ 100 5 0 ×2 50/20 0 30 ×80/ 50

50 1 25

30 6 2 . 5

2 0 6 2 . 6

こ の よ う に して 求め ら れ た 2 つ の 行列 [ Ⅹ i j]
1 L

と [ Ⅹ i ｣]
' C

を加算 して 2 で 割 っ た行列
,
即ち

,

[ Ⅹi j]
1 L

と [ Ⅹi j]
1 C

の 平均
,
[ Ⅹi j]

1

,
を作成する o

[ Ⅹi j]
1

- 1 / 2 ([ Ⅹ 圭j]
1 L

+ [ Ⅹ i 〕]
1 C

)

- 1 / 2

5 3 . 3 3 1 0 6 , 6 7 0

4 5 7 5 30

2 4 6 0 3 6

[…喜去5

67 1 1 5 . 8 3

68 . 75

6 1 , 2 5

5 0 1 2 5 0

3 0 6 2 . 5 3 2

2 0 6 2 . 6 4 8

こ れ が こ の 方法 に よ っ て 求め よ う とす る 第 t 年次 の 中間投入行列 の 第
一

次近似 で あ る｡

@ 上 記 の [ Ⅹi ]]
1

の 行和 と列和 を 求 め
, 既知 で あ る 第 t 年次 の 中間需要計及び中間投入計

とそ れ ぞれ 比較す る｡ そ れ らが 一

致 し な い 場合 に は
, 行修 正 係数及び列修正 係数 を 同時 に 計算

す る｡

[
5

!
2$

7 1 15 . 8 3

6 8
.
7 5

6 1 . 2 5 ∴

行和 第t 年次中間需要計 行修正係数

167 . 5 ≠ 160 160 / 1 6 7 . 5

1 3 7 . 2 5 ≠ 1 50 1 5 0 / 13 7
.
2 5

1 2 5 . 2 5 ≠ 1 20 1 20 / 1 2 5 . 2 5

列和 1 1 1 . 1 7 2 4 5 . 8 3

≠ ≠

第t 年次中間投入計 10 0 25 0

列修正 行列

7 3

≠

80

10 0 25 0 80

1 1 1
.
1 7 2 4 5

.
8 3 7 3

④ [ Ⅹi j]
1

の 各行 を 上 記で 求 め た行修 正 係数 に よ っ て 修 正 し
, 行和 を 第 t 年次の 中間需要計

に 一

致 さ せ た行列 を [ Ⅹi 】]
2 L

とす るo
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[ Ⅹ i j]
2 L

-

5 1 . 6 7 ×1 6 0/1 67 . 5 1 1 5 . 8 3 × 1 60/ 1 6 7 . 5 0 ×16 0/1 6 7 . 5

3 7 . 5 ×1 5 0/ 13 7 . 2 5 68 . 7 5 × 150/ 13 7 . 2 5 3 1 ×15 0/1 37 . 25

2 0 ×1 2 0/ 1 2 5 . 2 5 6 1 . 2 5 × 1 20/ 1 2 5 . 2 5 4 2 ×12 0/1 2 5 . 2 5

5 1

次 に
,
[ Ⅹ i 1]

1
の 各列 の 要素 に上 記 の 列修正 係数 を 乗 じて

, 列和 を 第 t 年次 の 中間投入計 に 一

致

せ し め た 行列 [ Ⅹi j]
2 C とす る

｡

･ Ⅹi j]
2 C

-[
5

三喜;…≡…§§Z………;……
1

喜…::7…≡…≡喜Z≡芸≡;……≡…≡≡呂Z……]

こ の よ う に して 求 め ら れ た [ Ⅹi ｣]
2 L

と [ Ⅹi 〕]
2 C

の 平均 を 求 め
, そ れ を [ Ⅹi j]

2
とす る

｡
こ れ が

こ の 方法 に お け る収束計算 の 第 2 段階で あ る
｡

[ Ⅹ i j]
2

- 1 / 2 ([ Ⅹ i j]
2 L

+ [ Ⅹ i 〕]
2 C

)

- 1 / 2怯喜…
1

喜g6;…喜…喜?……] +[……;……
1

6:≡;喜… …喜?呂…]i

[…喜;……
114 . 2 2

7 2
.
5 3

6 0 . 49

(垂 [ Ⅹi j]
2
の 行和及び列和 を 求 め

,
第 t 年次中間需要計及び中間投入計 と 比較 して

, そ れ ら

と の
一

致 が 得 ら れ な い 場合 には 行修 正 係数及び列修 正 係数 を 計算す る
0

二三
二

二
二

二 1 14 . 4 4 0

7 2 . 5 3 33 . 93

6 0 . 4 9 4 3 . 1 4

行和 第t 年次中間需要計 行修正係数

1 62 . 1 4 ≠ 16 0 1 6 0 / 1 6 2 . 1 4

1 4 3 . 8 2 ≠ 1 5 0 1 5 0 / 1 4 3 . 8 2

1 2 4 . 0 4 ≠ 12 0 12 0 / 12 4 . 0 7

列和 1 05 . 72 2 4 7 . 2 4 7 7 . 0 7

≠ =≠ =≠

第t 年次中間投入額 1 00 2 50 8 0

列修 正 係数
1 00 25 0 8 0

105 . 72 2 47 . 2 4 7 7 . 0 7
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(む 以下
,

こ の よ う な 計算 を [ Ⅹi i]
n

( n - 1
,

･ ･ ･

,
n ) の 行和 と列和 が そ れ ぞ れ 第 t 年次

の 中間需要計及び中間投入計 に 等 し く な る ま で繰 り 返す｡
こ の 第 3 段階 に お い て は

,
上 記の 行

及び列修 正 係数 を用 い て
,

上 記 の 行列 を 行及び列に つ い て 修正 した 2 つ の 行列 を作成 し
,

そ の

平均値 を求 め,

一

致 が得 られ な い 場合 に は
,

さ ら に 修正 係数 を 計算す る｡

[ Ⅹ i j]
3 L

-

[ Ⅹ i j]
3 C

-

1 1 2 . 7 1

7 5 . 65

5 8 . 5 1

1 1 5 . 5 0

7 3 . 3 4

6 1 . 1 7

[ Ⅹ i j]
3

- 1 / 2 ([ Ⅹ i j]
3 L

+ [ Ⅹ i ｣]
3 C
) -

[……;…喜
114 . 1 1 0

74 . 50 3 5 . 3 1

5 9 . 8 4 4 3 . 2 5

4 6 . 3 1 1 1 4 .l l

37 . 1 6 7 4 . 5 0

1 9 . 5 6 5 9 .8 4

行和 第t 年次中間需要計 行修正係数

160 . 4 2 ≠ 1 60 1 6 0 / 16 0 . 2 4

1 46 .9 7 ≠ 1 50 1 5 0 / 1 4 6 . 9 7

1 2 2
.
6 5 ≠ 1 20 1 2 0 / 1 2 2

.
6 5

列和 1 0 3 . 0 3 2 4 8 . 4 5 78 .5 6

･≠ ≠ =≠

第t 年次中間投入計 10 0 2 5 0 8 0

列修 正 係数
1 0 0 2 50 8 0

10 3 . 0 3 2 4 8 . 4 5 7 8 . 5 6

こ の よ う な 過程 を繰 り 返す こ と に よ り
,

こ の 方法 に よ っ て 最終的 に得 ら れ る第 t 年次の 中間

投 入行列 は次 の よ う に な る｡

[…喜;≡
115 . 1

7 6 . 4

5 8 . 5

1 0 0 2 5 0

0

0

0

6

5

2

:

:
F

:
]91

0

･

･

0

6

3

8

3

4

投入係数行列 [ a i j] は こ の 中間投入行列 の 各列 を対応す る 商品の 産出額 に よ っ て 除す る こ

と に よ っ て 求 め る こ とが で き る ｡

4 4 . 9 / 2 00 1 1 5 , 1 / 4 0 0 0 / 3 00

3 6 . 7 / 20 0 76 . 4 / 4 0 0 36 . 9 / 3 00

1 8
.
4 / 2 0 0 5 8

.
5 / 4 0 0 4 3

. 1 / 3 00

平均増加倍率 は
,

一

般 に
, 修正 計算 の 回 数 は R A S 法 よ り も 少な く て 済 む と い わ れ て い る が

,

R A S 法 の 場合 の よ う に 投入係数 の 最終的な修正 係数 を R と S の よ う に有意 な 形 で 求 め る こ と

は で き な い
｡
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6 . ラグランジ ュ 未定乗数法

ラグ ラ ン ジ ュ 未定乗数法 も投入係数 を数学的 に 予測推計す る方法 の 1 つ で ある ｡ 基準時 の 投

入係数行列
,

予測時の 商品別 の 中間需要計 と中間投入計及び産出額 と い う 先 の ケ ー ス と同様 の

情報が 与 え られ た場合,
こ の 方法 は

,
こ の よ う な 情報 の 与え る制約 の 下 で

, 基準時 の 投入係数

と予測 さ れ る投入係数 と の 差 の 二 乗和 を最 小 にす る よ う な 予測時 の 投入係数 を求 め る
,

と い う

最小 二 乗法 を用 い た方法 で あ る｡ 即ち
,

制約下 に お い て 基準時 の 投入係数 と の 差 が 最 も小 さ な

も の と して 予測時の 投入係数 を求 め よ う と い う方法で ある
｡

こ の 方法 の 定式化 は, 例 えば
, 次 の よ う に行 な われ る (以下 の 定式化 は [2 1] に よ る も の で

ある) 0

n

E a il
( t)

x )
( t)

- R i
( t)

J - 1

i

;
= l

a ij
-

- ;::;;
- - i

( t,

とい う 制約 の 下で
,

n a

∑ ∑ ( a ij
( t )

- a ij
(0 )
)

2

i - 1 j - 1

を最 小 に す る よ うな a i ｣
( t )

を 求め る
,

と い う も の が こ の 方法 の 定式化 で ある ｡ こ こ で
,

a i i
( t) : 求 め る べ き第 t 年次 の 投入係数

a i】
(0 ) : 基準時で ある 第 0 年次 の 投入係数

Ⅹ 〕
( t ) : 既 知で ある 第 t 年次 の 商品別産出額

R 王

( t ) : 既知 で あ る第 t 年次 の 商品別中間需要計

c ｣
( t ) : 既知 で あ る第 t 年次 の 商品別中間投入計

m j
( t ) : 既知 で あ る( C j

( t )
/ Ⅹ j

( t ) に よ っ て 計算 さ れ る) 第 t 年次 の 商品別投入係数 の 列和

で あり
,

n は部門数 で あ る｡

2 本 の 制約式は そ れ ぞれ 第 t 年次 の 産業連関表 に お け る行制約 と列制約 を表 わ す｡
こ の よ う

な 行列制約 の 下で
,

基準時 (第 0 年次) の 投入係数 との 差 の 二 乗和 を 最小 に す る よ う な予測時

(第 t 年次) の 投入係数 を求 め よ う とす る も の で あ る｡

こ の 間題 は 条件付きの 最小化問題 で あ る｡
入

j 及び 〝 i をそ れ ぞ れ ラ グ ラ ン ジ ュ 未定乗数 と し
,

n n n

Q - ∑ ∑ ( a ij
( t) -

a ij
(0 ))

2
- 2 入j( ∑ a ij

( t ) -

m j
( t)
)

i - 1 j
- 1 i - 1

Il

- 2 LL i ( ∑ a ij
( t)

Ⅹ )
-

R i
( t )
)

j - 1

とおき
,

こ れ を a i ,
' t '

,
入j , L L i に つ い て 偏微分 した も の を ゼ ロ とお く . まず

,
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∂Q

∂a ij
( t)

- 0
,

よ り

新潟大学 経 済 論 集

a il
"

- a i ,

I (0 )
+ A ) + /L i X ,A

( t )

( 1 )

∂ Q
- 0

,
よ り

∂ 入j

lユ

∑ a ij
( t )

- m j
( t )

i - 1

∂ Q

∂J∠i

- 0
, よ り

rl

∑ a il
( t)

Ⅹ j
( t )

- R i
( t )

B
ii Zi 目

( 2 )

( 3 )

( 1 ) 及び ( 2 ) よ り

n n n

m j
( t )

-

∑ a ij
( t )

- ∑ a ij
(0 )

+ n 入i + ∑ 〟i X j
( t )

i - 1 i - 1 i - 1

が 得 ら れ
,

こ れ を整理す る と

･ j
- ÷( - i

( t ,
-

i雪1

a ij
( 0, ト

T
i雪1

u i X j
( t)

( 4 )

n
1

n

( 4 ) を ( 1 ) に代入する と

a ij
( t ,

-

a ij
( 0 ,

+ ÷( - j
( t, - ∑ a ij

( 0 ,
, - (÷

i至l

〟i - u i, Ⅹ
･
F
( ち,

11 1 1 1

i - 1

( 5 ) を ( 3 ) に 代入す る と

n

R i
( t)

- ∑ a i】
( t )

Ⅹ〕
( t)

E
Li -

iJ

n

∑ a ij
( 0)

Ⅹ 1
( t)

+ -一ニ ー∑ ( m 】
( t)

- ∑ a il
(0 )) Ⅹ )

( i )

j
- 1

n
i = 1 i = 1

( 6 )

1 1- n

- ∑ ( Ⅹj
( り

)
2

( ÷芸〟i - u i)

n

n
卜

= こ L

( 6 ) を 整理す る と

1
‖

〝 i
- - ∑

n i - 1

･3 R i
( t, -

j妻1

日･ - il

･ i
- 1 /( ,

.妻1

( Ⅹ j
( t ,)

2

)
1

1 - Il

a ij
(0)

Ⅹ ｣
( t) - - ∑ ( m 〕

( t )
- ∑ a ij

(0)
) Ⅹ〕

( t )

n j - 1 i - 1

か く して
,
( 7 ) 香 ( 5 ) に 代入す る と

i ( 7 ,

第78 号 20 0 4
-

Ⅰ

( 5 )
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a ij
( t,

- a ij
(0,

･ ÷( - j
( り

-
i
萎

1

a ij
( 0,

) +( Ⅹ j
( t,

/
j
萎1

( Ⅹj
` t '
'

2

)
･( R i

( t) -
j
妻1

a ij
(0 ,

Ⅹ j
( t )

)
-

( Ⅹ j
( t,

/ n

j
蔓1

( Ⅹj
( t ,
)

2

)

× ∑ ( m j
( t ) - ∑ a ij

( 0)
) Ⅹ〕

( t )

j
- 1 i - 1

( 8 )

5 5

か く して
,
( 8 ) 式 の 右辺は 全 て 既知 の も の で ある の で

,
第 t 年次 の 投入係数 a i j

( t ) を 計算す る

こ とが で き る
o

これ が ラグ ラ ン ジ ュ 未定乗数法 に よ る 投入係数 の 予測式 で奉る
o

ラグ ラ ン ジ ュ 未定乗数法 に よ っ て 求 め ら れ る 第 t 年次 の 投入係数 の 式 も あ る種 の 経済的意味

を もつ も の とな っ て い る｡ 即ち
, ( 8 ) 式 の 第 2 項

--
⊥

( m j
( り - ∑ a ij

(0,
)

n

n i - 1

は 第j 列 の 投入係数 の 列和 の 第 0 年次か ら第 t 年次 へ の 変化 の 単純平均 で あり , ( 8 ) 式 の 第

3 項

n n

( Ⅹ〕
( t)

/ ∑( Ⅹ〕
( t)
)

2

) ( R i
( t ) - ∑ a ij

( 0 )
Ⅹ ｣

( t)
)

j
-

1 j
- 1

は 産出額 を ウエ イ ト評価 した 第 i 行 の 投入係数 の 変化 の 平均で あ り
,

さ ら に第 4 項

Il
1 1 1 1

( Ⅹ ｣
( t )

/ n ∑( Ⅹj
( t )
)

2

) ∑ ( m j
( t ) - ∑ a ij

(0 )
) Ⅹ )

( t)

j - 1 j
- 1 i - 1

は 上 記 の 2 つ の 要素の 交終項で あ る と解す る こ とが で き
,

か く して
, ( 8 ) 式は 基準年次 の 投

入係数 a i i

( 0 )
に 対 して

, 列方向 と行方向の 両面 か ら の 変化 を和 の 形 に よ っ て 修正 して
, 予測年

次の 投入係数 を得 る よ う な形 と な っ て い る｡

A ( t)
-

A ( 0 )
-

及び

a ll
( t)

a 1 2
( t) - -

a l n
( t )

a 2 1
( t)

a 22
( t)

･ - - a 2 n
( t )

a m l

( t )
a lュ2

( t) - -

a n n
( t )

a ll
( 0 )

a 1 2

( 0 )
- - a l n

( 0 )

a 2 1

( 0 )
a 2 2

( 0 )
･ -

･ ･

a 2 n
( 0 )

a n l
( 0)

a n 2
(0 ) - - -

a n n
( 0)
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M
( t )

-

m l
( t )

m 2
( t )

m n

( t)

R
( t)

-

新 潟大 学 経 済 論 集

-

2

‥

‥

‥

n

X

X

X

1

l

-

=

=

l

第78 号 2 0 0 4 - Ⅰ

とお くな らば
,

上 記 の ( 8 ) 式 は 以下 に 示 すよ う な 行列 と ベ ク トル によ っ て 表わす こ とが で き

る ｡

A
( t )

- A (0 )
+

i [ M
( t)

′

- i
′

A
(0 )
] [ R

( t) -

A
(0 )

Ⅹ
( t )
] Ⅹ

( t )
′

● ′ ■

1 1

i X
( t )

[ M ( t)
′

-

i
′

A (0)
] Ⅹ

( t)

Ⅹ ( t )
′

Ⅹ
( t)

i
′

i X
( t )

′

Ⅹ ( t)

こ こ で
,

′

は 行列及び ベ ク トル の 転置 を表 わ して い る｡

か く して
, 先 の 数値例 を 用 い て

,
こ の ラグ ラ ン ジ ュ 未定乗数法 に よ る投 入 係数 の 予測 を行 な っ

て み る ｡ こ こ で の 数値例 に よ る と

A
(0)

-

0 , 2 5 0 0 . 3 3 3

0 . 1 5 0 0 , 1 6 7

0 . 1 0 0 0 . 1 6 7

で あ る こ とが わ か っ て お り
,

ま た
,

i
′

i - [1 1

Ⅹ
( t)

′

Ⅹ
( t)

- [ 2 0 0 4 0 0 30 0] - 2 9 0 00 0

で ある ｡ 以下,
上 記 の よ う な 数値 を用 い て

, 行列表示 の 予測式 の 各項 を 計算 して い く｡

か く し て
,

上 記 の 式 の 第 2 項 は

i [ M
( t )

′

- i
′

A (0)
]

■ ′ ●

1 1

÷[i]1 [o ･ 5 00 0 ･ 62 5 0 ･ 2 6 7] - [1 1 1][
.

S三…喜§§‡…喜…z

o

i;5

Z
.

Z]f
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÷[;] [ o - o ･ o 4 2 0 ･ 0 1 7 ] -[§
さ ら に

,
第 3 項 は 次 の よ う に計算 され る

｡

[ R
( t )

- A
( 0)

Ⅹ
( t)
] Ⅹ

( t)
′

Ⅹ
( t )

′

Ⅹ ( t)

1

29 00 0 0

1

29 00 0 0

1

2 9 00 0 0

さ ら に
,

第 4 項 は
,

i[……§] -[§;…S.≡

[二……;喜…] [20 0

0 . 3 3 3

0 , 1 6 7

0 . 1 6 7

4 0 0 30 0]

- 4 6 6 6 , 7
-

9 3 33 . 3

4 66 6
. 7 9 3 3 3

.
3

- 2 33 3 . 4 - 4 66 6 . 3

i X
( i)

′

[ M ( t)
′

- i
′

A
(0)
] x

( t)

i
′

i X
( t)

′

Ⅹ
( t )

1

8 7 0 0 0 0

xi[o ･ 5 0 0

[…] [20 0 40 0 3 00]

0 . 6 2 5 0 .
2 6 7] - [1 1

0[]
0

0

0

0

0

0

3

3

3

0

0

0

0

0

0

4

4

4

0

0

0

0

0

0

2

2

2卜
-

諒
二

志-[

- 0 .
0 1 4

- 0 . 01 4

- 0 . 0 1 4

5 7

≡;…≡§][喜§§]L [200 4 0 0 30 0]

二喜≡§§] -[二§;三8

S三

･][§‡…:.
o

z

- 0 . 0 4 7

- 23 3 3 . 3
-

4 6 6 6 . 7 - 3 50 0

1 23 33 .
3 - 4 6 6 6

.
7

-

3 5 00

-

2 3 3 3 . 3 - 46 6 6 . 7 1 35 00

0 , 33 3 0 . 00 0

0 . 1 6 7 0 . 1 00

0 . 1 6 7 0 . 1 5 0

- 0 . 0 3 2 2

- 0 . 0 3 2 2

- 0 . 0 1 6 1

1 0 .0 0 2 7 - 0 .
0 0 5 4

- 0 . 00 4 0

- 0 . 00 2 7 - 0 .0 0 54 - 0 . 00 4 0

- O ' 00 2 7
- 0 . 00 5 4 - 0 . 00 4 0

か く して
, 求 め られ る べ き 第 t 年次 の 投入係数行列 A

( t )
は 基準時で ある 第 0 年次 の 投入係数行

列 A
( 0 )

に 上 記で 計算 された各変化分 を加減算 した も の とな る
｡
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A
( t )

-

+
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4

4

4

1

1

1

0

0

0

0

0

0

E

I

E

0

0

0
卜+]

0

0

0

0

0

5

0

1

1

0

0

0

3

7

7

3

6

6

3

1

1

0

0

0

0

0

0

5

5

0

2

1

1

0

0

0ト
- 0 . 0 1 6 1

- 0 . 0 3 2 2

0 . 0 1 61 0 . 0 32 2

- 0
.
00 8 0 - 0 . 0 3 2 2

0 . 2 9 2 2 - 0 . 01 4 4

0 . 1 9 06 0 . 1 3 3 8

0 .
1 4 2 3 0 . 1 4 7 6

- 0 . 0 0 5 7

- 0 . 00 5 7

- 0 . 00 5 7

第78 号 20 0 4 - Ⅰ

- 0 . 0 05 4 - 0 . 00 4 0

- 0 . 0 0 5 4
- 0 . 00 4 0

- 0 . 0 05 4 - 0 . 0 0 40

- 0 . 0 1 3 4
- 0 . 0 4 0 8 - 0 .0 1 44

0 , 01 8 8 0 . 0 2 36 - 0 .0 3 3 8

- 0 . 0 05 3 - 0 . 0 2 4 7 - 0 .0 0 2 4

か く して
,

こ れ が 求め る第 t 年次 の 投入係数行列 で あ る
｡ 第 t 年次 の 中間投入行列 は こ れ に第

t 年次 の 商品別産出額 を乗ず る こ と に よ っ て 求 め る こ とが で き る ｡

二;丁_

二
二

0 . 2 9 2 2 - 0 . 0 1 4 4

0 . 1 9 0 6 0 . 1 3 3 8

0 . 1 4 2 3 0 . 1 47 6][
2

§
0

4§0

3§｡
] -[

47 . 3 1 1 6 . 9

3 3 . 8 7 6
.
2

1 8 . 9 5 6 . 9

こ の 中間投入行列 の 行和及び列和 は
, そ れ ぞれ

, 所与の 行制約及び列制約 を満た し て い る こ と

が わか る｡ 即 ち
,

[…喜……
1 16 , 9

7 6 . 2

5 6
.
9

列和 100 25 0

御

1 -0

1 -0

1 -0
]
2

0

2
･

0

4

0

4

8

4

4

上 記 の 結果 をみ て わか る よ う に
,

こ の ラ グラ ン ジ ュ 未定乗数法 に よれ ば
,

第 0 年次 の 投入係

数行列 にお い て ゼ ロ で あ っ た要素が ゼ ロ と な っ て い ない
｡

さ ら に
,

よ り 問題で ある こ と は
,

こ

の 例 で は そ の 要素が マ イナス の 値 と なっ て お り
, か く して

,
負 の 要素 を含 む 投入係数が 得 られ

た こ と に な る｡ か く して
,

こ の 方法 は 予測 さ れ る 投入係数 の 非負性 を 保証す る も の で は な い
｡

投入係数は 原則 と し て 非負で なけれ ば な らな い の で
,

こ の 方法 の 適用 に おい て は こ の 点 の 注意

が 必要で ある が
,

こ の 欠点 を克服す る 方法 も提案 され て い る｡
こ れ に 対 して

,
先 の R A S 法や

平均増加倍率法 で は基準年次 に お い て ゼ ロ で あ っ た 要素は 予測年次 にお い て もゼ ロ で あ り
,

得

られ る 係数は 全 て 非負 とな る こ とが 証明 され て い る
｡ 但 し

,
基準年次 にお い て ゼ ロ で あ っ た要

素が 予測年次 に お い て も 実際 にゼ ロ で ある と い う こ と は必ず し も い えな い こ とは 明 ら か で あり

(例 え ば
, 全 く 使用 さ れ て い な か っ た 新材料 の 使用 な ど)

,
こ の 点 の 実態 に即 した 検討 が 必要 で

あ ろ う｡ な お
,

こ の よ う に 数学的 に投入係数 を予測す る方法 は そ の 後 にお い て も改善 さ れた 方

法が 提示 さ れ て い る
｡

な お
, 経済産業省 の 延長表 [2 4] 及び平成1 2 年度産業連関表 [2 8] にお



林 英機 : 投 入 係数の 更新 及び 予測 に つ い て 59

い て は ラ グ ラ ン ジ ュ 未定東数法 が バ ラ ン ス 調整 に 使用 さ れ て い る
｡

7 . 投入係数の 数学的予測法 の 予測精度 の 問題

上 記 に お い て 示 し たい く つ か の 数学的方法 に よ っ て 求め ら れ る投入係数 は 産出額や最終需要

額な どと 独立で は な く な り
,

本来
,

生産水準 とは 独立 で あ る はず の 技術係数 で ある 投入 係数が

生産水準 に依存 して 決 ま る と い う こ と に な る｡
こ の よ うな 点 は 1 つ の 重大な問題点で は あ るが ,

こ の よ う な方法は と も か く も機械的 に せ よ 全体 と し て 整合性 の あ る投入係数行列 を もた ら して

い る
,

と い う こ と は い え そ う で あ る｡

か く して
, 次 に 問題 とな る の は

,
い わ ゆ る ノ ンサ

ー

ヴ ェ イ法 の 中心 とな る
,

こ の よ う な機械

的予測方法 が どの 程度 正 確 に 投入係数 を 予測す る こ とが で き る か と い う こ と で ある ｡ 以下で は
,

R A S 法 を取 り 上 げ て
,

そ の 予測結果 の 精度 を 検討 し たい く つ か の 例 に よ っ て こ の 間題 を考え

て み る｡

R A S 法 に よ っ て 投入係数 を 予 測す る こ と に対す る 代替的な 方法 の 1 つ は
, 例 えば

, 基準時

の 投入係数行列 A ｡ を 単純 に 予測年次 に も用 い る こ とで あろ う｡
こ の こ と は

, 換言す れ ば
,

こ の

間に技術変化が な か っ た と仮定す る こ とで ある ｡ 従 っ て
,

R A S 法 の 精度 を測 る 1 つ の 方法 は
,

技術変化 が な い と仮定 して A ｡ をそ の ま ま 固定 して 用 い た場合 と R A S 法 に よ っ て 求 め ら れ る投

入係数 R A ｡ S と の い ずれ が 予測年次 の 真 の 投入係数行列 A t に 近 い か を 検討す る こ と で あ ろ

う｡

例え ば
,

p a el n i c k と w a e lb r o e c k [ 1 6] は ベ ルギ - の1 95 3 年 の 産業連関表 を ベ
ー ス と して R A S

法に よ っ て1 95 9 年の 産業連関表 を推計 し
,

こ の 結果 と19 5 9 年 の 実際 の 産業連関表 と の 比較 を行

な っ た｡ ま た
, 彼 ら は ア メ リカに つ い て1 94 7 年表 に 基 づ く19 58 年表 の R A S 法 に よ る 予測 を行

な い
,

こ れ と195 8 年 の 実際 の 産業連関表 と の 比較 を 行な っ て い る ｡
こ の よ う な 比較検討 に基 づ

く P a el n i c k と w e al b r o e c k の 結論 は
,
R A S 法 に よ っ て 修 正 予測 さ れ た投入係数行列は 過去 の 投入

係数 を 固定 し て 用 い る よ り も実際の 投入係数 に近 い と い う こ と
, 即ち,

R A o S は A o よ り も 真

の 投入係数行列 に近 い と い う こ とで あっ た ｡ ま た
,

適切 な 外生的情報 に よ っ て 一

部 の 投入係数

が 事前 に 正 確 に 予測 さ れ る な らば
,

R A S 法 の 予測精度 は 向 上 す る と い う こ と
, 即ち, 単純な

R A S 法 に比 べ て
,
先 に 第 4 節 で 示 し た追加情報 を 利用す る R A S 法 は , そ の よ うな情報が 正 確

で あれ ば
, 全体的 な 予測精度 を大幅 に 向上 さ せ る と述 べ て い る

｡
P a el ni c k と w a el b r o e c k は 石炭

に 対す る 石 油の 代替 を外生的 に 予測 し
,

こ の 結果 を R A S 計算 に よ り 取 り 入れ る こ とに よ っ て

投入係数 の 予測精度が 大幅 に向上 した こ と を 示す こ と に よ っ て こ の よ う に 結論 して い る
｡

また,
p a ri k h [ 13] は い く つ か の 国の 19 5 9 年 の 産業連関表 を ベ

ー

ス に して 19 6 5 年 の R A S 法 に

よ る推計 を行 な い
,

そ の よ うな 予測結果 と1 9 65 年 の 実際 の 産業連関表 と の 比較 を行なう こ と に

よ っ て R A S 法 の 予測精度 を 検討 して い る. P a ri k h は ベ ル ギ
ー

,
西 ドイ ツ ,

フ ラ ン ス
, イ タ リ

ア ! オラ ンダ,
ノ ル ウェ イ ,

ポル トガル
,

ス ペ イ ン及びイギ リス の 9 ケ 国の ヨ
ー

ロ ッ パ 諸国 に

つ い て こ の よ うな 検討 を 行な っ たo P a ri k h の 結論 も ま た R A S 法 に よ る推計は 基準年次 の 投入係
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数 A o を 固定 して 予測年次 に 適用す る よ り もよ り よ い 結果 が得 られ る とい う も の で あり
,
特 に製

造業 に つ い て は よ い 結果 が得 られ る と し て い る｡ し か し
,

い く つ か の 部門
,

例 えば
,

建設業 な

どで は
,

著 し く よ く な い 結果 を示 して い る例 もあ り
,

R A S 法 も必ず し も十分 な も の と は い え

な い と い う こ と も指摘 さ れ て い る ｡ P a ri k血 の 各国 に つ い て の 検討結果は 以下 の 表 の よ うに 要約

さ れ て い る ｡

下記 の 表 の 各 々 の 指標 は次 の ような も の で あ る｡ まず ,

不
一

致係数 - ∑ ∑ ( a ij
R A S

- a ij
1 9 6 5

)
2

/ ∑ ∑ ( a ij
1 9 65

)
2

】

_
1 1

_
I

こ こ で
,

a ij
R A S : R A S 法 に よ る19 65 年 の 投入係数 の 予測値

a ij
19 6 5 : 1 9 6 5 年 の 投入係数 の 実際値

即 ち
,

a i j

R A S
- a i i

19 6 5

で あれ ば
,

R A S 法 の 結果は 実際値 と 一

致 し
,

不
一

致係数 は ゼ ロ とな るo

ま た
,

P a rik h によ る R A S 法 に よ る推計結果 の 精度 の検討

不
一

致

係 数

平 均 二 乗誤差 回帰 係数 d と

そ の標準誤差
19 5 9 年

係数

R A S

推 計結果
d

.

標準 誤差

ベ ル ギ ー

0 . 1 0 7 1 0 .1
.
3 6 9 0 . 0 7 3 4 0

,
8 8 9 8 0 . 0 5 4 6

西 ド イ ツ 0 . 1 5 0 6 0 . 1 0 8 4 0 . 1 0 4 9 0
. 8 4 9 4 0 . 0 2 9 4

フ ラ ン ス 0 , 3 6 7 4 0 . 0 9 1 3 0 . 1 0 5 9 0 . 7 4 0 9 0 . 0 2 9 0

イ タ リ ア 0 . 0 6 5 3 0 . 1 9 2 7 0 , 0 8 0 8 0 . 9 4 12 0 . 0 4 5 3

オ ラ ン ダ 0 . 0 7 7 1 0 . 2 1 0 3 0 . 0 5 1 4 1
.
3 2 2 0 0 . 0 7 6 2

ノル ウ ェ イ 0 . 2 1 8 0 0 . 0 8 1 5 0 . 0 6 0 5 0 . 7 5 4 1 0 . 0 4 7 1

ポル トガ ル 0 , 1 3 1 3 0 . 1 4 1 8 0 . 1 1 6 5 0 . 7 8 2 7 0 . 0 4 0 5

ス ペ イ ン 0 . 0 7 8 2 1 . 8 4 0 0 0
,
0 5 9 8 2 .2 1 5 5 0 , 2 6 7 9

イ ギ リ ス 0 . 2 5 8 8 0 . 1 0 5 5 0 . 1 2 7 6 0
.
8 4 9 8 0 . 0 2 9 4

1

平均 二 乗誤差 (1 9 59 年係数) ニ
ー

∑ ∑ ( a i〕
1 9 5 9 -

a i｣
196 5

)
2

n
2

1 ｣

l

平均 二 乗誤差 ( R A S 係数) ニ ー ∑ ∑ ( a ij
R A S

- a ij
1 9 6 5

)
2

n
2

1 ｣
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こ こ で
,

a i】
1 9 6 5

: 1 9 5 9 年産業連関表 に よ る 投入係数

か く して
, 前者は19 5 9 年の 投入係数 を 固定 し て 用 い た 場合 の 19 65 年 の 真 の 投入係数 と の 誤差 の

二 乗 の 平均 で あり
, 後者 は1 96 5 年 の 投 入 係数 を R A S 法 に よ っ て 予測 し た 場合 の 実際 の 係数 と

の 誤差 の 二 乗 の 平均 で あ る｡ 従 っ て
,

平均 二 束誤差 (1 9 5 9 年) > 平均 二 乗誤差 ( R A S 係数)

即ち
,

R A S 予測値 に つ い て の 誤差 の 方が 小 さ い な らば,
R A S 法 は 基準時 の a i j

1 9 5 9

を 固定 して

用 い る よ り も有効 な 方法で ある と い う こ と が で き る
｡

回 帰係数 d とは

( a ij
19 5 9

- a ij
196 5

) - d ( a ij
R A S

- a り
196 5

)

の よ うな 回帰式 の 回帰係数 で あ り
,

標準偏差 とは d の 標準誤差で あ る｡ こ こ で
,

d が 1 で あ る

な らば
,

R A S 修正 は 基準時の 係数 a i〕
195 9

を 固定 し て 用 い る こ と と差が な い と い う こ と に な る ｡

こ こ で の 結果 に お い て d が 有意 に 1 と異な る と推定 さ れ て い る の は オ ラ ンダ とス ペイ ン で ある ｡

上 記 の 結果 に よ れ ば
,

全般的 に み て
,

R A S 推計結果 が よ くな い の は フ ラ ン ス とイギリス で

あ り (不
一

致係数 が 大 きく
, 平均 二 乗誤差 も R A S 推計結果 の 方 が 大 き い) , 西ドイ ツや ノ ル ウ

ェ イ の 結果 も相対的 に よ く ない
｡ ス ペ イ ン 及び オ ラ ン ダ に お い て は よ い 結果が 得 ら れ て お り

,

イタ リ ア や ベ ル ギ ー

の 結果 も ま ず良好で あ るo
こ の よ う な 結果 を 総括的 にみ れ ば

,
R A S 推計

値 は 基準時投入係数 a i 1

195 9
を 固定 して 用 い る よ り も よ い 結果 を も た ら し て い る と判定 で き る よ

う に思 わ れ る と い う こ とが P a ri k b の 結論 で あ る｡

日本 に お ける R A S 法 に よ る 投入 係数予測 の 精度 を検討 し た 例 と して 森
一

夫 [26] の 研究 を

取 り 上 げて み る. こ の 例 に お い て は
,

昭和3 5 年産業連関表 を ベ
ー ス と して 昭和40 年 の 投入係数

を R A S 法 に よ っ て 推計 した結果 と 昭和40 年産業連関表 に お ける 実際 の 投入係数 と の 比較 が 行

な わ れ て い る｡

まず, 昭和4 0 年の 投入係数 の ナイ ー ヴな予測方法 と し て 昭和35 年 の 投入係数 を 昭和4 0年 にそ

の ま ま適用す る と い う方法 を考える ｡ 従 っ て
,

こ の 場合 の 予測誤差は
, 例えば

,

e ij
N

-

と して 表 わ す こ とが で き る｡ こ れ に 対 し て
,

R A S 法 を適用 し て 求 め られ た 昭和4 0 年 の 予測値

を a i j

R A S

とす る と
,

こ の 場合 の 予測誤差は

e ij
R A S

-
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と し て 表わ す こ とが で き る で あ ろ う ｡ 予測誤差 が ない 場合 に は
,

こ の よ うな比率 は 1 で あり
,

そ れ が 1 前後で あれ ば予測誤差 は 小 さ い と い う こ と に な る で あ ろう｡

こ の 2 つ の 誤差率 の 度数分布 を 調 べ た もの が 以下 の 表 で ある ｡ ( こ の 検討 は2 0 部門 ×20 部門の

産業連関表 を用 い て 行 な わ れ て い る の で
,

a i j の 数 は40 0 あ る こ と に な る が ,
ゼ ロ の 要素が あ る

た め に誤差指標 の 数は40 0 よ り も少 な い
｡)

下記 の 表よ り 2 つ の 誤差率が1 0 % 以内及び20 % 以内 に留 ま る 割合 を 比較 して み る と
,

1 0 % 以 内 2 0 % 以 内

ナ イ
ー

ヴ 予 測 の 誤 差 88 (2 3 . 5 % ) 1 5 0 (4 0 . 1 % )

R A S 予 測 の 誤差 1 19 (3 1
,
8 % ) 1 9 2 (5 1 . 3 % )

誤差率の 度数分布

誤差 率

1 . 5 0 以 上

1 . 5 0 - 1 , 4 5

-

8

7

i

5

e

1 .4 5 - 1 . 4 0 5

1 .4 0 ′ - 1
,
3 5 9

1 ,3 5 - 1 . 3 0 9

1 .3 0 - 1 . 2 5 1 2

1
.
2 5

.
- 1 . 2 0 2 2

1 .2 0 ′ - 1 . 1 5 1 1

1 .1 5 - 1 . 1 0 1 3

1 . 1 0
′

- 1 . 0 5 2 1

1 . 0 5
′

- 1 . 0 0 2 4

1
,
0 0 -

0 . 9 5 1 7

0 . 9 5 - 0 . 9 0 2 6

0 . 9 0 - 0 .8 5 2 2

0 . 8 5
.

- 0 .8 0 1 6

0 . 8 0 -
ノ

0 , 7 5 1 2

0 . 7 5 . - 0 .7 0 1 7

0 . 7 0
′

- 0 . 6 5 1 8

0 , 6 5 - 0 . 6 0 1 5

0 . 6 0
′ -

0 . 5 5 1 0

0 . 5 5 -

0 . 5 0 8

0 . 5 0 以 下 22

j

5

e

1

1

SAR

8

4

7

3

1

6

1 4

1 8

2 3

3 0

3 9

2 6

2 4

2 1

l l

1 5

1 5

6

6

6

2

1 9

と い う結果が 得 られ る ｡ R A S 法 に よ る 予測結果 は
,

投入係数 を 固定 して 用 い る と い うナイ
ー

ヴな 予測 と比 べ る と
,

10 以下或 い は2 0 % 以下 とい う 相対的 に小 さ な誤差 の 割合は そ れぞれ10 %

程度大 き く な っ て い る ｡

こ の よ う な 結果 か ら の 森 の 結論 は
,

R A S 法 は あ る 程度有効 に働 い て い る
, とい う こ とで あ

る｡ しか し
,

当初 の 予想 と して は
, 森 は ナイ ー ヴ予測 に お い て 大 き な誤差率を 示 して い る要素
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の 数 が R A S 法 に よ っ て 大幅 に減少す る も の と考 え て い た が ,
しか し

,
こ の 点 に つ い て は

, 特

に
,
1 .

3以 上 の 誤差率 を 示 し て い る も の に つ い て そ の よ う な 結果 が 得 られ な か っ た と い う こ とは

意外で あ っ た と述 べ て い る｡
こ の よ う な点 に つ い て は , 大 き な 技術変化が み られ た 部門 に つ い

て は R A S 法 に よ る修 正 に は 限界 が あ り , 具体的な 技術 に つ い て の 情報 に よ り 密着 し た投入構

造 の 予測 が 必要で ある と い う こ と を示す も の で あ る と み る こ とが で き る で あろ う｡

8 . 投入係数の そ の 他の 予測方法に つ い て

上 記 の R A S 法等 に よ る機械的 な 投入係数 の 予測 や 更新 は 個 々 の 投入係数 に つ い て の 情報 が

あ ま り 利用可能で な い 場合 に 用い ら れ る あ る意味で 止 む を得 な い 方法で あり
,

よ り 本格的な予

測方法 は 投入係数 に つ い て の 何 らか の 情報 を可能なか ぎ り用 い て 予測 を行 な う も の で あ る べ き

だ ろう｡ 何 らか の 情報 を用 い て 行な うよ うな 投入係数 の 予測方法 と して は
, 大 き く 分けて

, 投

入係数 の 時系列的 な変化 を分析 して
,

そ の 変化 を何 ら か の 方法 に よ っ て 説明 し よう とす る も の

と
, 利用可能な 技術 に つ い て の 情報 を 可能な 限り 体系的 に活用 して 投入係数 を予測 しよ う とす

る も の が ある ｡

まず
, 投入係数 の 時系列分析 に つ い て 述 べ る

｡ 産業連関表 が 多く の 年次 に つ い て 利用可能 で

あ る な らば
,
個 々 の 投入係数 の 詳細 な 時系列的な 変化 を み る こ と は よ り容易 に な る

｡ か く して
,

例えば
, 多くの 年次 の 産業関連表か ら 得 られ る 投入 係数 に ト レ ン ド的変化 が あ るか どうか を検

討 し
,
そ の よ う な トレ ン ドに よ っ て 投入係数 を補外推計す る と い う方法 を 考 え る こ とが で き る｡

し か し
,

こ の よ う な単純 な トレ ン ド延長法 は 必ず し も十分な結果 を あげ得 な い と い う報告 もあ

る｡ か く して
,

そ こ には 何 らか の 技術情報 に よ る補完 が 必要 と され る で あろ う
｡

しか し
, 現状 で は

,
必ず し もそ れ ほ ど多くの 産業連関表 が 作成 さ れ て い る わけで は な い

｡ 詳

細 で 正 確な産業連関表 の 作成 に は 多く の 時間 と労力を 必要 とす る か らで ある
｡

し か し
, 年 々 の

生産額や最終需要 を推計す る こ と は 比較的高 い 精度 で も っ て 可能 で あ る｡ か く して
,

A r r o w と

H o ff e n b e rg [ 2 ] は ある 1 時点 の 産業連関表 か ら得 られ る 投入係数 と各年次別 に 推計 さ れ る最

終需要 の 推計値 を 用 い て
,

そ れ らか ら求 め られ る 生産額 の 推計値 を 計算 し
,

こ れ と各年次 の 生

産額 の 実績値 と の 差額 を 算出 して
,

こ の 差額 に何 らか の 規則性 が な い か どうか を 検討 し
, そ れ

に よ っ て 投入係数 の 変化 の 方向を 確か め よ う と した ｡ 即 ち
,

7T t
- Ⅹ t - [ I - A o] ~ 1

F t

こ こ で
,

7T t : 生産額 の 実績値 ( Ⅹ t) と推計値 ( [ I - A o] ~
1
F t) と の 差額

Ⅹ t : 生産額 の 実績値

A o : あ る 基準時点の 投入係数行列

F t : 最終需要 の 実績値
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t : 比較年次

0 : 基準年次

次 に
,

こ の よ う に し て 求め ら れ た 花 t を 説明す る 何 らか の 説明変数 を見 い だ し
,

そ の 間 の 回帰分

析 を行 な う｡

7 T t - F ( Z t)

こ こ で
,

Z t は 7 T t を 説明す る と考 え ら れ る 説明変数で ある o A r r o w と H o ff e n b e r g は 7 T t 或 い は

投入 係数 の 変化 に影響 を 与 え る 要因と して 次 の よ う な も の を取 り 上 げて い る ｡

( a) 生産額 の 変化率

(b) 実質可処分所得

( c) 防衛費 の 対 G N P 比率

(d) タイ ム ト レ ン ド

( e) 過去 の 生産 の ピ ー

ク を越 え る 超過生産額

A r r o w と H o ff e n b e rg は こ れ に つ い て 必ず し も十分 な 結果 を 得て お ら ず, そ の 後 にお い て も こ

の 方法 は あ ま り う ま く 適用 さ れ て い な い
｡ ま た

,
そ の よ う な 結果 を個 々 の 詳細 な 投入 係数 の 変

化 に還元す る方法 も 明確 で あ る とは い え な い ｡

日本 に お い て は
, 今井賢

一

[2 0] が こ の 方法 を 昭和26 年産業連関表 を用 い て 適用 した例が あ

り
,

そ れ に よ れ ば
,

い く つ か の 産業 に つ い て 次 の よ う な 結果 が 得 られ て い る
｡

化学 7T t
ニ ー3 4 7 . 4 + 1 4 . 7 Y ( + 4 8 t R - 0 . 99

(8 . 5)

鉄鋼 7T t
ニ ー10 9 . 1 + 2 1 . 2 Y t + 6 . 3 Q t R - 0 .

9 1

( 1 6 . 9)

電力 7t t
- - 25 8 . 4 + 1 4 . 3 Y ( - 1 9

.
9 t R - 0 . 94

( 3
.
3) ( 6

. 4)

石 炭製品 7T t
ニ

ー 34
.
5 - 1 6

.
8 t + 0 . 2 P r t R - 0 . 9 6

( 1 . 8) (0 .
4)

石油製品 7t t
- 8 3 . 8 + 32

.
3 t + 1 . 1 P r t

( 2 . 5) (0 . 5)

こ こ で Y : 実質 G N P

t : タイム ト レ ン ド

Q : 重工 業化比率

P r : 重油価格 / 石炭価格

R - 0 .9 8
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で あ り
,

添字 の t は 時間 を,
か っ こ 内の 数字 は 係数 の 標準誤差

,
R は 相関係数 を表 わ す｡

c . A l m o n [ 1 ] の 方法 は よ り単純 で あ る｡ A l m o n は A ｡ Ⅹ t に よ っ て 計算 さ れ る 中間投入 の 推

計値 と実際 の 中間投入 の 比率 を と り
,

こ れ に ロ ジス テ ィ ッ ク 曲線 を あ て は め る こ と に よ っ て 投

入係数 の 変化 を 予測 しよ う と して い る｡

次 に
,

技術情報 を利用 し た投入係数 の 予測方法 に つ い て 考える ｡

技術 に つ い て の 情報 を体系的 に利用 して 投入係数 を 予測す る 方法 と し て 開発 さ れ た も の と し

て は
,
例 えば

,
B a tt ell e I n s tit u t e [ 1 0] に よ る事前的 ア プ ロ ー チ e x a n t e a p p r o a c h が あ る｡ こ の 方

法 の 手順は 次 の よ うで あ る｡

① 投入係数 の 予測 を行なう べ き部門 を定義す る
｡

④ そ の 部門 の 専門家 に よ っ て 試算的な 係数 を作成 して も ら う｡

④ そ の 産業 の 技術や 企業内容 に 詳 し い イ ンタ
ー

ヴ ュ
ー

ア
- を選 ぶ o

④ 上 記 に よ っ て 選ば れ た 調査員 とそ の 部門の 専門家 と の イ ンタ
ー

ヴ ュ
ー を行 な う .

こ こ で イ

ン タ
ー

ヴ ュ
ー ア - はそ の 研究プ ロ ジ ェ ク トの 目的 を説明 し

, 関連す る 投入係数行列 の 各要

素 ご と に詳 しい 精査 を 行な う｡

④ こ の よ う な 手順 を 経て
,
そ の 産業部門 の 投入係数の 変化 に つ い て の 専門家 の 提 示 を得 る ｡

E . F ｡ n t el a は B a ttell e 法な どの 方法 を 用 い て 投入係数行列 の い く つ か の 要素 を事前的 に 決定

し
,

そ れ ら に 基づ い て R A S 法 を適用す る方法 を w e a k R A S 法 とよ ん で い るが
,

こ れ は 第 4 節

にお い て 紹介 した 外部情報 を利用 した R A S 法 と全 く 同 じ も の で ある と考 え て よ い で あろ う ｡

よ り 長期的な 投入構造 の 予測 に つ い て は
, 技術変化や新製品の 開発等 に つ い て の 長期 シナ リ

オを 作成 し
,

そ の よ うな シ ナリ オ に基 づ い て 技術 の 構造的変化 を予測 して い こ う と す る試 み も

行 わ れ て い る ｡

また
,

よ り 直接的な 技術情報 を利用す る方法 も あ る ｡ 例 え ば
, 各生 産部門の 研究所や 設計部

門か ら得 られ る技術情報 を 用 い て 投入係数 の 予測 を 行お う とす る よ うな 場合 が 考 え られ る
｡ 旧

ソ 連 の 産業連関表 の 作成 に お い て は こ の よ う な 方法が しば しば用 い られ て い る [ 4 ] ｡ 例 えば ,

トラ ッ ク の 生産 に対す る 圧延鋼材の 投入 を 予測 しよ う とす る場合 ,
使用 さ れ る鋼材 と ト ラ ッ ク

の 積載 トン数 の 間 の 相関関数 を 求め
,

こ の よ う な 関係式 と将来 の トラ ッ ク の ト ン別生産構造 の

予測 か ら
,

トラ ッ ク の 生産 に 対す る鋼材 の 予測す る よ う な例 が あげ ら れ て お り
,

y
-

- 0 , 1 6 7 8 + 0 . 6 7 6 05 x

y : 鋼材使用量

Ⅹ : トラ ッ ク 積載ト ン数

の よ うな 関係式 が 推定 さ れ て い る｡
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9 . 投入係数 の 実際の 予測或 い は更新にあた っ て

技術や 経済 の 構造 に大 き な 変化 が 予想 され る場合 , 投入係数 に も大 き な変化が 生 じて い る も

の と考 え られ る｡ か く し て
, 計画や 予測 に産業連関 モ デル を 使用す る 際 に は

,
将来 の 投入係数

が ど の よ う にな る か を予測す る こ とは 極 め て 重要で あ る｡ ま た
,

現状分析 を行 な う場合 にお い

て も
,

利用可能 な産業連関表の 年次 が す で に 古 い も の に な っ て い る こ とが しば しばあり
, 可能

な らば簡便な 方法 を 利用 して で も最新 の デ
ー

タ に基 づ く 投入係数 の 更新 を行なっ て い る こ と は

望 ま し い こ とで あろ う ｡ 例 え ば
, 現在利用可能な 正 規 の 産業連関表 は 平成12 年表で ある が 現在

は 平成1 7 年で あ り
,

す で に 4 年以上 が 経過 して い る
｡ 次 の 平成17 年表 が 公表 さ れ る の は 平成20

年末 にな る もの と思 わ れ る｡ こ の 間 に あっ て は
, 当然 の こ と と して 投入係数, 従 っ て

,
レオ ン

テ ィ エ フ 逆行列は 変化 して い る も の と思わ れ , 年次 が 経過す る に つ れ て 単純な適用 に は 問題が

生 じ て く る で あ ろ う｡ か く して
,

こ の よ う な 時間的な 遅れ を埋 め る た め に
, 延長表 と い う形で

の 速報的年次別推計 が 行なわ れ る よ う に な っ て お り
,

こ こ で は様 々 な 投 入 係数 の 予測及び更新

方法 が 用 い ら れ て い る ｡ 経済産業省は 速報 と して 利用可能な 最新 の 延長表 を 公表 して い る が
,

1 2 年表 に基 づ く 延長表 は まだ作成 さ れ て い な い
｡ 内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部 に

お い て は S N A 産業連関表 を 毎年作成 し て お り
,

そ こ で は R A S 法 が 補完的 に使用 され て い る
｡

しか し
, 延長表の よ うな 補間的な 推計 は 地域産業連関表 にお い て は 日本 で は 一

般 に は 行な わ れ

て は い な い
｡ ([1 2] は地域表 を も含 め た 広範 な R A S 法適用 の 展望 を行 な っ て い る

｡)

上 記 にお い て は 主 と し て ノ ンサ ー ヴ ェ イ法 と呼ば れ る投入係数 の 予測や 更新 の 方法 に つ い て

述 べ て き た が
, 本格的 な サ

ー

ヴェ イ法 に 比 べ る と
,

そ の い ず れ の 方法 も 一

つ の 便法 に すぎな い

と い え る ｡ 従 っ て
, 実際に 投入係数の 予 測や 更新 を行 な う に あた っ て は

, 各種 の 方法 の そ れ ぞ

れ の 長所 をう ま く 組み 合わ せ る よ う な 総合的な 方法 を 工 夫す る こ と が 必要 となる で あろ う ｡ 例

え ば
,

可能な 限 り 技術変化 や そ の 他 の 投入係数 に影響 を与 え る 経済変化 に 関す る 情報 を 活用 し

て
, 投入係数 の 予測 を 行な い

,
そ れ ら に よ っ て 予測 し切れ ない 部分 に つ い て は R A S 法等 の 機

械的な 予測方法 を適用す る とい う よ う な
,

様 々 な方法 の 組合わ せ が 考え られ る
｡ 先 に述 べ た 外

部情報 を 利用 した R A S 法や F o n t el a の い う よ うな w e a k R A S 法 は そ の よう な 方法 の 1 つ で あ

る とい え る で あ ろう
｡
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